
海外出張報告書（ 2019年5月）  

1 

海 外 出 張 報 告 書 

出張目的：  I ASB会議（ 2019年5月） 傍聴 

日  時：  2019年5月14日（ 火）、15日（ 水）、16日（ 木）  

場  所：  ロンドン I ASB本部 

出 張 者：  企業会計基準委員会 専門研究員  岡 聖也 



海外出張報告書（ 2019年5月）  

2 

I ASB会議（ 2019年5月） 傍聴報告

日時： 2019年5月14日（ 火）、 15日（ 水）、16日（ 木）  

スケジュール： 別紙を参照 

場所： ロンドン I ASB本部 

2019年5月14日から 16日において、英国ロンドンのI FRS財団事務所にて、国際会

計基準審議会（ 以下「 IASB」 という。） のボード会議が開催された。5月のIASBボード

会議では、以下の論点が議論された。  

 引当金（ 教育セッション）  

 適用上の論点： 不利な契約 - 契約履行のコスト （ I AS第37号の修正案）  

 基本財務諸表 

 I FRS第17号「 保険契約」 の修正 

 ‐開示に関する取組み 的を絞った基準レベルでの開示のレビュー 

 経営者による説明 

 中小企業向けIFRS基準のレビュー 

 料金規制対象活動（ 教育セッション）  

 のれん及び減損 
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【 5月14日（ 火）】

引当金（ 教育セッション）

（ 背景及び今回の会議で議論された主な論点）  

本教育セッションでは、 IAS第37号「 引当金」（ 以下「 I AS第37号」 という。） の改

善プロジェクトに関して、 I ASBスタッフが当該プロジェクトで扱うことを提案する論

点に対する関係者からのフィードバックについて議論された。  

今回のIASBボード会議で特段の決定事項はなかった。  

なお、契約が不利か否かを判断するための契約の履行コストの解釈の明確化について

は、IASBは他の論点よりも緊急を要する論点であるとして、本プロジェクトとは別に、

「 不利な契約」 プロジェクトにおいて検討を行っている（ 次の論点を参照）。  

（ 今後の予定）  

本プロジェクトを進めるかどうか、進める場合はどの側面を修正するかを検討する予

定である。  

適用上の論点： 不利な契約 - 契約履行のコスト （ I AS第37号の修正案）

（ 背景及び今回の会議で議論された主な論点）  

I AS第37号では、契約による不可避的なコストが契約による経済的便益を上回る不

利な契約を企業が有している場合には、当該契約による現在の債務を引当金として計上

することが定められているが、当該不可避的なコストに何を含めるかについて複数の解

釈があった。  

当該解釈に関してIASBは、2018年12月に公開草案「 不利な契約 - 契約履行のコス

ト （ I AS第37号の修正案）」 を公表し、当該公開草案が4月15日にコメント期限を迎

えたことから、今回のIASBボード会議では、公開草案に対するフィードバック内容に

ついて議論された。  

今回のIASBボード会議で特段の決定事項はなかった。  

（ 今後の予定）  

I ASBは、 IAS第37号の修正案の方向性を検討する予定である。  

基本財務諸表

（ 背景）  

本プロジェクトは、2018年9月のIASBボード会議での暫定決定を経て、リサーチ・

プログラムから基準設定プログラムに移行した。 I ASBの適正手続上、基準設定プログ
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ラムでは、協議文書として、ディスカッション・ ペーパー又は公開草案のいずれかを公

表できるとされているが、本プロジェクトにおいていずれの協議文書とするかは今後議

論することとされていた。  

（ 今回の会議における主な論点及び暫定決定事項）  

本プロジェクトにおける協議文書の種類について議論され、公開草案とすることが暫

定決定された。  

（ 今後の予定）  

I ASBは、公開草案の書面投票プロセスを開始する許可について議論する。また、公開

草案を2019年後半に公表する予定である。  

【 5月15日（ 水）】

I FRS第17号「 保険契約」 の修正

（ 背景）  

I ASBは、 I FRS第17号「 保険契約」（ 以下「 I FRS第17号」 という。） の導入を支援す

るための作業（ I FRS第17号に関する移行リソース・ グループ（ TRG） の会議を含む。）

を行っており、TRGや他の関係者が議論した懸念及び適用上の課題について検討を進め

ている。  

I ASBスタッフは、6月末に公開草案の公表を見込んで、予定していた検討事項の議論

を今月のIASBボード会議において終わらせるとしていた。

（ 今回の会議で議論された主な論点及び暫定決定事項）  

4月に実施されたTRG会議の概要が共有された。また、以下の論点について議論され

た。  

(1) 整理論点 

① 保険契約における投資リターン・ サービスの扱い 

② 保険契約負債の調整表の開示における投資要素及び保険料の払戻しの扱い 

③ 保険収益の計算における契約者貸付金の扱い 

④ I FRS第17号の結論の根拠における相互会社に関する記述 

(2) 公開草案のコメント期限 

(1) 整理論点 

① 保険契約における投資リターン・ サービスの扱い 

2019年1月の議論において、投資リターン・ サービスは、投資要素が存在する場
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合にのみ存在することが暫定決定された。また、4月の議論においては、投資要素

の定義が厳格化1された。しかし、定義の厳格化により、本来は投資リターン・ サー

ビスを提供していると考えられる保険契約であっても、当該保険契約に投資要素が

含まれないため、投資リターン・ サービスが提供されていないと判断され得ること

について懸念が示された。  

今月のIASBボード会議では、当該懸念に対処するため、2019年1月の投資リタ

ーン・ サービスに関する暫定決定を修正し、保険契約が投資リターン・ サービスを

提供しているとするための必要条件2を次のすべてを満たす場合とすることが暫定

決定された。  

(a) 投資要素がある、又は保険契約者がある金額を引き出す権利を有している。 

(b) 投資要素又は保険契約者が引き出す権利を有している金額は、正の投資リタ

ーンを含むと見込まれる。 

(c) 企業はその正の投資リターンを生み出すために投資活動を行うと見込んで

いる。  

また、 I FRS第17号に、たとえリターンそのものが負である場合（ 例えば、マイ

ナス金利の環境）でも、正の投資リターンが発生する可能性がある旨のガイダンス

を含めることを暫定決定した。  

② 保険契約負債の調整表の開示における投資要素及び保険料の払戻しの扱い 

保険収益は、基本的に保険契約負債の期首残高から期末残高の変動を基に計算さ

れるが、保険契約負債には、保険収益とされるべき保険サービスの提供（ 保険サー

ビス費用）以外にも、投資要素や保険料の払戻し等が含まれており、これらはとも

に保険収益から除外される。  

I FRS第17号第103項では、保険契約負債の期首残高から期末残高への調整表を

開示すること及び投資要素を別個に開示することを求めているが、4月のTRG会議

において、保険料の払戻しも別個に開示することが要求されるのかとの懸念が聞か

れたことから、今月のIASBボード会議では当該取扱いについて議論された。その

結果、 I FRS第17号第103項を修正して、保険契約負債の期首残高から期末残高へ

の調整表において、投資要素と保険料の払戻しとを区分して開示する必要はない旨

1 2019年4月IASBボード会議で「 保険契約が、たとえ保険事故が発生しなかった場合であっ

てもいかなる場合も保険契約者に返済することを企業に要求している金額」 とすることが提

案された。本定義案に基づく と、例えば保証期間なしの据置年金では、積立期間後の年金支

払期間において、最初の年金受給前に保険契約者が死亡した場合は年金を受け取れず、いか

なる場合も返済するという定義を満たさないため、投資要素（ 及び投資リターン・ サービ

ス） が存在しないと判断されてしまうとのことである。  
2 必要条件であるため、要件を満たしていても投資リターン・ サービスが存在しないと判断さ

れることもある。  
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を明確化することが暫定決定された。  

③ 保険収益の計算における契約者貸付金の扱い 

保険契約負債には、保険収益とされるべき保険サービス費用以外に、契約者貸付

金の貸付、返済又は免除の要素が含まれており、当該要素は保険収益の計算におい

て除外すべきである。しかし、現行のIFRS第17号B123項(a)にはその旨が記述さ

れていないため、当該取扱いが議論され、 I FRS第17号B123項(a)を修正し、契約

者貸付金の貸付、返済又は免除に関する保険契約負債の変動は保険収益から除外さ

れる旨を明確化することが暫定決定された。 

④ I FRS第17号の結論の根拠における相互会社に関する記述 

現行のIFRS第17号における結論の根拠のBC265項では、相互会社について、原

則的に、通常は資本が残らず、どの会計期間においても正味の包括利益が報告され

ない旨が記述されている。しかし、すべての相互会社が当該記述に合致するわけで

は無いことから、BC265項自体は修正しないものの、BC265項への脚注を追加して、

相互会社と記述される可能性のある企業のすべてが、企業の最も残余的な持分が保

険契約者に支払われるという特徴を有しているわけではない旨を明確化すること

が暫定決定された。  

(2) 公開草案のコメント期限 

公開草案のコメント期間について議論され、90日間とすることが暫定決定された。  

なお、90日間のコメント期間は通常のコメント期間の120日を下回るため、 IASBの

適正手続に基づき適正手続監督委員会（ Due Process Oversi ght Commi ttee） から事前

に許可を得ているとのことである。  

（ 今後の予定）  

I ASBスタッフは、2019年6月末に公開草案が公表されることを見込んでいる。  

開示に関する取組み‐ 的を絞った基準レベルでの開示のレビュー

（ 背景）  

I ASBは、2018年3月のIASBボード会議において、優先順位が高い開示の主要な問題

点の解決のために、開示要求における的を絞った基準レベルのレビューを行うこととし

た。  

本プロジェクトは、次の手順に沿って進められている。  

(1) 開示に関する要求事項の開発及び文案作成の際に IASB自身が使用するためのガ

イダンス（ 以下「 I ASBのためのガイダンス」） を開発する。  
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(2) 「 I ASBのためのガイダンス」をテストするにあたり、対象となる I FRS( I AS)基準

を1つ又は2つ選定する。  

→  I AS第19号「 従業員給付」（ 以下「 I AS第19号」 という。） 及びIFRS第13号
「 公正価値測定」（ 以下「 I FRS第13号」 という。） が選定された。  

(3) 上記(2)で識別した基準に対し、「 I ASBのためのガイダンス」を適用してレビュー

を行うことにより、当該ガイダンスをテストする。 

(4) レビューの結果、上記(2)で識別された基準に対する修正が必要と認められた場

合には、公開草案を公表してフィードバックを求める。  

現在は(3)の段階であり、I ASBスタッフは、「 I ASBのためのガイダンス」に基づいて、

財務諸表の利用者に対するアウトリーチを実施した。  

（ 今回の会議における主な議論の内容）  

今回のIASBボード会議では、当該アウトリーチにおけるIAS第19号及びIFRS第13

号の開示に対するフィードバックの概要が示された。全般的に、ほとんどの利用者は、

IAS第19号に基づく現行の開示は利用目的を満たしておらず、一方、I FRS第13号に基

づく現行の開示は利用目的を満たしていると考えているとのことであった。  

また、当該フィードバックを基にした IASBスタッフの分析、及びそれぞれのテスト

対象基準における今後のアプローチに関して議論された。 

（ 主な暫定決定事項）  

(1) I AS第19 号： 従業員給付に関する新たな情報又は異なる情報の開示が、既存の

IAS第19 号の開示要求よりも利害関係者のニーズを効果的に満たすのかどうか

を検討する。  

(2) I FRS第13号： 公正価値測定の開示に関して作成者が効果的な重要性の判断を行

うことへの支援を検討する。  

（ 今後の予定）  

I ASBは、 I AS第19号及びIFRS第13号の開示要求の詳細な分析について議論する予

定である。 

経営者による説明

（ 背景）  

I FRS実務記述書第1号「 経営者による説明」（ 以下「 PS第1号」 という。） の改訂プ

ロジェクトでは、次の3つのストリームに分けて検討が行われている。  

ストリーム1： 経営者による説明の報告の目的及び原則 
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ストリーム2： 業績、状態及び進展（ progress）  

ストリーム3： 事業モデル、戦略、営業環境及びリスク 

（ 今回の会議における主な議論の内容）  

現在本プロジェクトでは、ストリーム3の論点に関して検討している。  

今月のIASBボード会議では、これまでの議論を踏まえて、PS第1号の改訂のアプロ

ーチの概要がIASBスタッフから説明された。改訂の主な特徴は次のものである。  

(1) 記述的な報告における進展（ i nnovati on） を取り込む。  

(2) 記述的な報告の実務における課題に対処する。  

(3) 原則主義であることを維持する。 

(4) ガイダンスを拡張することにより、経営者による説明に含めるべき情報の特定及

びどのように報告を行うかを経営者が判断することを支援する。  

今回のIASBボード会議で特段の決定事項はなかった。  

（ 今後の予定）  

I ASBは、経営者による説明を作成する際に、有用な財務情報の質的特性をどのよう

に考慮すべきかについて議論する予定である。  

中小企業向けI FRS基準のレビュー

（ 背景）  

I ASBは、定期的に中小企業向け I FRS基準の包括的レビューを行うこととしている。

前回の包括的レビューによる改正基準の発効（ 2017年1月） から 2年経過したことを

受け、次の包括的レビュー（ 以下「 2019年レビュー」 という。） に関する議論を開始し

ている。  

（ 今回の会議における主な論点）  

今回のIASBボード会議では2019年3月から引き続き次の論点について議論された。 

(1) 中小企業向けIFRS基準を完全版IFRS基準と整合させるべきかどうか、及び整合

させるべきである場合どのように行うか 

(2) 中小企業向けIFRS基準を完全版IFRS基準と整合させるべきかどうかを IASBボ

ードメンバーが判断するにあたり適用する原則 

(3) 2019年レビューの今後の進め方 

（ 主な暫定決定事項）  

今回のボード会議では、上記(1)及び(2)について次の点が暫定決定された。  
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(1) 2019 年レビューにおいて公表する予定の情報要請文書において、現時点では中

小企業向けIFRS基準に組み込まれていない新規の又は改正された完全版IFRS基

準に、中小企業向け IFRS基準を整合させるべきかどうか、また、その場合にど

のように整合させるべきかについての見解を求める。  

(2) 現時点では中小企業向け IFRS基準に組み込まれていない新規の又は改正された

完全版IFRS基準に、中小企業向けIFRS基準を整合させるべきかどうか、また、

その場合にどのように整合させるべきかを IASBボードが検討するにあたり、次

の原則を適用する。  

① 中小企業向けIFRS基準を利用する企業における目的適合性 

② 簡潔さ 

③ 忠実な表現 

また、IASBボードは、I ASBスタッフに対して2019年レビューに関するこれまでの暫

定決定の要約（ 原則をどのように適用すべきかの記述を含める）を作成するよう依頼し

た。  

（ 今後の予定）  

I ASBは2019年6月のIASBボード会議にて、中小企業向けI FRS基準に組み込まれて

いない新規の又は改正された完全版IFRS基準に、中小企業向けI FRS基準を整合させる

べきかどうか、また、その場合にどのように整合させるべきかについて議論する予定で

ある。  

【 5月16日（ 木）】

料金規制対象活動（ 教育セッション）

（ 背景）  

I ASBは、料金規制対象活動についての新たな会計モデル（ 以下「 モデル」 という。）

の開発を進めている。2018年12月のIASBボード会議において、モデルの原則の記述

において明確さが不足しているとの意見が聞かれていた。 

（ 今回の会議で議論された主な論点）  

今回のIASBボード会議では、モデルに対する記述を修正のうえ、モデルの原則につ

いて IASBスタッフが説明し、当該原則がこれまでの暫定決定内容と整合的であるかど

うかについて議論した。  

今回のIASBボード会議で特段の決定事項はなかった。  
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（ 今後の予定）  

I ASBは2019年6月のIASBボード会議にて、モデルの原則に関する議論を引き続き

行う予定である。  

のれん及び減損

（ 背景）  

2018年7月のIASBボード会議において、本プロジェクトの目的が再設定され、その

目的の1つとして、企業結合が良い投資判断であったかどうか、及び取得された事業は

期待どおりに業績を上げているかどうかを投資家がより効果的に評価することができ

るように、企業結合に関する開示の改善を追求することが暫定決定されていた。  

また、他の目的としては、のれんの会計処理の簡素化として償却の再導入や年次の定

量的な減損テストの免除の可能性を検討すること、及び使用価値の計算方法の改善を追

求すること、についても暫定決定されていた。  

（ 今回の会議における主な議論の内容）  

(1) 企業結合についてのより適切な開示 

本プロジェクトの目的のうち、企業結合に関する開示の改善に関しては、2019年4月

の IASBボード会議において、主に次の項目に分けて I FRS第 3 号「 企業結合」（ 以下

「 I FRS第3号」 という。） の開示目的及び開示要求の考えられる改善が議論された。  

(a) I FRS第3号の開示目的の明確化及び、取得又は結合した事業のその後の業績に

関する情報を提供するという新たな目的の追加 

(b) 企業結合の主要な目的が達成されたかどうかを開示する要求事項の追加 

(c) 他の的を絞った改善 

(d) その他の開示 

4 月の会議でのフィードバックを踏まえ、今月のIASBボード会議では、次の論点に

焦点を当ててIASBスタッフの追加的な分析及び提案が示された。  

① 企業結合の主要目的の達成度に関する開示を要求する対象の再検討（ 項目(b)）  

投資家が企業結合の主要な目的の達成度を評価することに資する情報を提供す

る対象を、最高経営意思決定者（ CODM） がモニターする企業結合とすること（ CODM

アプローチ） について、改めて IASBスタッフの分析及び提案が行われ、議論が行

われた。 
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② 現行のIFRS第3号の開示要求の一部（ いわゆるプロフォーマ情報の提供を含む）

を削除すべきか（ 項目(c)）  

I FRS第3号B64項(q)( i i )で要求されるいわゆるプロフォーマ情報の開示（ 取得

日を事業年度期首と仮定した場合の結合後企業の収益及び純損益の開示）の削除に

ついて、改めて IASBスタッフの分析及び提案が行われ、議論が行われた。また、

その他、現行の開示の削減の候補についても追加提案された。  

③ ボイラープレートの開示又は不十分な開示への対応（ 項目(c)）  

I ASB理事から聞かれたボイラープレートの開示、又は不十分な開示となること

への懸念に対応して、企業に対して開示目的に照らして情報が十分かの検討を求め

ること、また、不足している場合は追加情報の提供を求めること（「 包括的な（ Catch-

al l ）」 開示要求） がIASBスタッフから提案され、議論が行われた。 

④ その他の開示（ のれん及び一部の無形資産を控除後の資本の金額の開示）（ 項目

(d)）  

企業結合により企業が取得したのれん及び一部の無形資産を認識しないと仮定

した場合の資本金額を開示する案について、当該開示の具体案が追加で示されて議

論された。  

今回のIASBボード会議では、特段の決定事項はなかった。  

(2) 強制的な年次の定量的減損テストの免除 

本プロジェクトのもう 1つの目的であるのれんの会計処理の簡素化に関連して、強制

的な年次の定量的減損テストの免除の可能性について、主に次の点を議論した。  

① 減損の兆候が存在していない場合でも、のれんの定量的減損テストを年次で実施

するという要求を削除すること 

② 耐用年数を確定できない無形資産と、未だ利用可能ではない無形資産に対して、

同じ免除措置を適用すること 

今回のIASBボード会議では、特段の決定事項はなかった。  

（ 今後の予定）  

2019年6月のIASBボード会議では、どの予備的見解をディスカッション・ ペーパー

に含めるかについて議論する予定である。また、I ASBはディスカッション・ ペーパーを

2019年後半に公表する予定である。  

以 上 
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別紙 スケジュール

5月14日（ 火）

時間（ 予定） アジェンダ項目

15: 15-15: 45 引当金（ 教育セッション）（ アジェンダ･ペーパー22）  

→ 25（ 予定30分 分）  

→ 3515: 45-16: 15 不利な契約（ アジェンダ･ペーパー12）（ 予定30分 分）  

→ 1 516: 15-17: 00 基本財務諸表（ アジェンダ･ペーパー21）（ 予定45分 分）  

5月15日（ 水）

時間（ 予定） アジェンダ項目

13: 30-14: 00 I FRS第17号「 保険契約」 の修正（ アジェンダ･ペーパー2）  

→ 5 0（ 予定30分 分）  

‐14: 00-15: 30 開示に関する取組み 的を絞った基準レベルでの開示のレビュー 

→ 8 5（ アジェンダ･ペーパー11）（ 予定90分 分）  

15: 30-15: 45 休憩 

→ 3515: 45-16: 30 経営者による説明（ アジェンダ･ペーパー15）（ 予定45分 分）  

16: 30-17: 30 中小企業向けI FRS基準のレビュー（ アジェンダ･ペーパー30）  

→ 6 5（ 予定60分 分）  

5月16日（ 木）

時間（ 予定） アジェンダ項目

10: 00-12: 00 料金規制対象活動（ 教育セッション）（ アジェンダ･ペーパー9）  

→ 1 05（ 予定120分 分）  

12: 00-13: 00 昼食 

→ 12 013: 00-15: 00 のれん及び減損（ アジェンダ･ペーパー18）（ 予定120分 分）  

以 上 

1



第405回 企業会計基準委員会
資料番号 審議事項(3)-2

日付 2019年3月22日

プロジェクト ASAF対応

項目 I AS第37号「 引当金、偶発負債及び偶発資産」 の見直し

1 

本資料の目的

1. 2019年4月に開催される会計基準アドバイザリー・フォーラム（ ASAF）会議において、

I AS第37号「 引当金、偶発負債及び偶発資産」（ 以下「 I AS第37号」 という。） の見直

しに関するプロジェクトの今後の方向性について議論が行われる予定である。本資料

はASAF会議におけるASBJ事務局の発言案についてご説明することを目的としている。 

ASAFメンバーへの質問事項

2. I ASBは、 IAS第37号に関する論点を以下の(1)～(3)に分類したうえで、ASAFメンバ

ーに対して以下の質問をしている。  

論点の分類 

(1) 検討の対象としない論点 

① 認識要件－蓋然性要件 

② 測定の目的－最善の見積り 

③ 開示要求 

(2) I AS第37号の的を絞った改善プロジェクトで焦点になり得る論点 

① 負債の定義 

② 引当金の測定－含まれるコスト  

③ 引当金の測定－割引率 

(3) その他プロジェクトの範囲に含まれる可能性のある論点 

① 引当金の測定－リスク調整 

② 不利な契約 

③ 補填に対する権利－認識の閾値 

④ 偶発資産－財務報告日以降の事象  

別紙２ 引当金
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質問1:  分類(2)に記載した3つの論点に絞ってIAS第37号の改善に着手することを検討

しているが、これらの3つの論点が検討すべき点であることに合意するか。 

質問2:  分類(3)に挙げた追加の論点に関して、現在の要求事項が重要な問題を引き起こし

ており、それがIAS第37号を修正することによって解決されるかどうか、また、

その修正は合理的な時間軸とリソースで対応可能かどうかを評価する必要がある

と考えている。  

(a) 分類(3)に挙げた論点は、上記の見直しの基準を満たすと考えられるか。 

(b) もし満たす場合、どのような問題を実務で認識しているか、またそれらを解

決するにはどのような修正が必要だと考えられるか。 

ASBJ事務局の発言案

質問1 

3. I FRIC解釈指針第21号「 賦課金」における解釈は、2018年に公表された「 財務報告に

関する概念フレームワーク」（ 以下「 2018年概念フレームワーク」 という。） における

負債の定義及び現行のIAS第37 号における引当金の認識要件等との不整合が識別さ

れているため、2018年概念フレームワークの内容に沿った改訂に取り組むことに賛成

する。  

4. 引当金の測定に含まれるコストの範囲が不明確であるとされているが、このことによ

る問題の重要性を具体的に分析したうえで、プロジェクトの範囲に含めるべきかを決

めるべきである。 

5. 割引率の論点に関しては、過去のIFRS解釈指針委員会における議論において、企業の

信用リスクは負債に固有のリスクではなく企業に固有のリスクであり、実務上含めて

いないケースが多いとした上で、I AS第37号のプロジェクトの中で議論するとされて

いたと理解している1。もし大半の企業における実務が揃っているということであれば、

この論点を取り上げる重要性・ 緊急性は相対的に低いと考えられる。 

質問2 

6. 不利な契約に関する論点は、現在公開草案で検討されているコストの範囲と同時に、

1 2011年3月に公表されたI FRICアジェンダ決定案に対して、一部の法域の石油・ ガス産業界か

ら、廃炉コストに関して企業自身の信用リスクを割引率に反映させるか否かが必ずしも実務上定ま

っていないという複数のコメントが寄せられていた。 

別紙２ 引当金
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経済的便益の範囲や会計単位の議論を行わなければ、不利な契約かどうかの判断を行

うのは困難だと考えている。引当金に係る包括的なプロジェクトとして取り扱うか、

不利な契約に関するプロジェクトとして取り扱うべきかについて議論はあるかと思わ

れるが、いずれかのプロジェクトにおいて検討するべき論点であると考えている。  

ディスカッション・ ポイント

I AS第37号の見直しに関するASBJ事務局の発言案について、ご意見及びご質問

があれば伺いたい。 

以 上 

別紙２ 引当金
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別紙1 第404回企業会計基準委員会資料からの抜粋

1. 以下は第404回企業会計基準委員会における審議資料からの抜粋である。 

I . 背景及び経緯

2. I ASBでは、2005年にIAS第37号を改訂する公開草案を公表し、負債の認識要件から

蓋然性要件を削除する提案や、測定を期待値による方式に一本化する提案などが行わ

れ、その後2010年に公表された再公開草案の中では測定に限定した見直しの検討が行

われていたが、作業が中断されていた。  

3. その後2015年に行われたアジェンダ・ コンサルテーションの結果、概念フレームワー

クの改訂に目途がつくまでは引当金に係るプロジェクトを開始する可能性は低いとさ

れていたが、2018年3月に概念フレームワークの改訂が終了したことから、本プロジ

ェクトが再開された。 

I I . アジェンダ・ ペーパーの内容

検討の対象としない論点

（ 認識要件－蓋然性規準）

4. 以前の（ 中断された）IAS第37号の改訂プロジェクトでは、引当金の認識要件のうち、

「 資源の流出が必要となる可能性が高い2（ probabl e）」 という蓋然性要件を削除する

ことが提案されていた。 

5. しかし、多くの利害関係者がこの提案には反対し、可能性の低い負債を認識すること

の有用性があるという財務諸表利用者はほとんど見られなかった。また、財務諸表作

成者は、可能性の低い負債を認識、測定するためのコストが大きく 、便益に見合わな

いと主張していた。その結果、上記提案は最終化されず、アジェンダから外された。 

（ 測定の目的－最善の見積り）

6. I AS第37号における測定の目的が明確ではなく 、様々 に解釈されている。以前のIAS

2 (事務局注)I AS第37号の脚注1において、「 可能性が高い」 は「 生じる可能性の方が高い（ more 

l i kel y than not）」 であると説明されており、発生可能性が50%超であるか否かにより判断するこ

ととされている。 

別紙２ 引当金
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第37号の改訂プロジェクトでは、IASBは以下の点を明確にすることを提案していた。  

(1) 目的は、企業が財務報告期間の末日における債務を決済又は第三者に移転させる

ために合理的に支払う金額を測定することである。  

(2) その目的を達成するために、企業は発生し得る結果の期待値（ 発生可能性での加

重平均） で負債を測定する。  

7. しかし、この提案には多くの反対意見があり、特に期待値は、それが可能性ある結果

の1つでない場合には、必ずしも引当金の最も有用な測定値とはならないとされた（ 例

えば訴訟のケースなどが考えられる。）。  

8. I ASBは、世界作成者フォーラム（ GPF）及び資本市場諮問委員会（ CMAC）にさらに意見

を求めた結果、両グループは、IAS第37号は引き続き負債の最善の見積りに関して経

営者の判断を認めるべきであるとの見解を示した。その結果、上記提案は最終化され

ず、アジェンダから外された。  

（ 開示要求）

9. 引当金及び偶発負債に関する開示が不足しているのではないかという意見が投資家か

ら聞かれていたが、IASBによる前回のアジェンダ・ コンサルテーションへの回答にお

いては、IAS第37号の開示要求の基本的なレビューや的を絞った改善への要望は識別

されなかった。  

10. I AS第37号は様々 な種類の債務に適用されるため、一般的な開示要求にならざるを得

ない。また、開示情報の質は、財務諸表作成者が一般的な開示要求をいかに適切に個

別の債務の種類に適用できるかに依存する。開示が不十分であるという意見は、現在

の要求事項をより適切に適用し得るという要望を反映しているものであり、現在の要

求事項を強化するという要望を示しているものではない。  

I AS第37号の的を絞った改善プロジェクトで焦点になり得る論点

（ 負債の定義）

識別されている問題点 

11. I AS第37号では、「 債務発生事象」 とは、その債務を決済する以外に企業に現実的な

選択肢がないこととなる債務を生じさせる事象としている。また、 IAS第37 号第19

項では、引当金として認識されるのは、企業の将来の活動とは独立に存在している過

去の事象から生じた債務のみだとしている。 

12. ここで問題となるのは、企業が過去の活動の結果生じた債務を有しているが、将来の

別紙２ 引当金
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活動にも依存する場合である。  

（ 例）企業は、当事業年度の収益の獲得に起因して賦課金を支払わなければならないが、

実際に支払う必要があるのは、将来の特定の時点で特定の市場で営業を行ってい

る場合に限る。仮にその市場から撤退することが現実的な選択肢ではない場合、当

該企業は当事業年度末に債務を認識する必要があるか。 

13. I FRIC解釈指針第6号「 特定市場への参加から生じる負債－電気・ 電子機器廃棄物」

（ 以下「 I FRI C第6号」 という。）及びIFRI C解釈指針第21号「 賦課金」（ 以下「 I FRI C

第21号」という。）の双方において、I FRS解釈指針委員会（ 以下「 I FRS-I C」という。）

は、 I AS第37号第19項を適用し、企業が将来の行動によって支出を回避することが

できるのであれば（ その行動が現実的かどうかにかかわらず）、企業は現在の債務を有

していないと結論付けている。しかし、当該解釈は、IAS第37号の他の規定と整合し

ないように思われるとしている。また、一定期間にわたって蓄積された結果として生

じた賦課金が、特定の一時点で認識されることなどについて、I FRI C第21号は利害関

係者から様々 な批判を受けている。  

想定される解決策 

14. 上記の問題は、企業の将来の活動を条件とした債務について同様の問題が生じうると

考えられることから、I ASBは概念フレームワークの一部として検討することを決定し

た。 

15. 2018年3月に改訂された概念フレームワークでは、負債の定義を「 過去の事象の結果

として経済的資源を移転する現在の義務3」 としている。この根拠となる考え方は以下

のとおりである。 

(1) 「 義務」とは、企業が回避する実際上の能力を有していない責務又は責任である。

仮に責務又は責任が企業の将来の活動を条件とする場合、当該将来の活動を回避

する実際上の能力を有していないのであれば、企業は義務を有していることにな

る。  

(2) 現在の義務は、企業が既に行動をとり、その結果、そうしなければ生じなかった

であろう経済的資源を移転しなければならない場合にのみ、過去の事象の結果と

して存在する。  

16. I ASBは、 I AS第37 号の要求事項を上記の概念フレームワークの考え方に整合させる

ことができると考えており、I FRI C第21号を廃止し、賦課金に関する新たな要求事項

3（ 事務局注） 本資料において、「 債務」 及び「 義務」 は共にobl i gati onの訳語である。 

別紙２ 引当金
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及び例示を追加することも想定しているとしている。 

17. 同時に、 I ASBはI AS第37号の負債の定義を概念フレームワークの定義に置き換える

可能性もあるとしている。 

（ 引当金の測定－含まれるコスト）

識別されている問題点 

18. I AS第37号第36項では、引当金として認識する金額を「 報告期間の末日における現

在の債務を決済するために必要となる支出の最善の見積り」としているが、「 決済する

ために必要となる支出」 に含まれる範囲が不明確である。実務では以下の疑問が聞か

れている。 

(1) 債務が財又はサービスを提供するものである場合、増分コスト（ 例えば材料費）

のみを含めるのか、その他の直接関連コストの配賦（ 例えば財又はサービスを提

供するための工場や機械設備の減価償却費） も含めるのか。 

(2) 裁判に伴う訴訟費用のような第三者への支払債務も含めるのか。 

実務は様々 であり、財務諸表の比較可能性が損なわれている。  

想定される解決策 

19. 債務を決済するために必要となる支出にどのようなコストを含めるべきかを特定する

ことにより、実務の多様性が減少すると考えられる。前項の疑問については、以下の

関連するトピックに関する決定がガイドとなり得る。 

(1) 増分コストか直接関連コストか 

不利な契約に関する IAS第37号の修正案4の中では、契約履行に直接関連するコ

ストを含めるべきだとしている。この考え方は引当金の測定にあたっても同じア

プローチをとり得る。 

(2) 第三者に対する支払債務 

I AS第37号第36項の要求事項は、概念フレームワーク第6. 17項の「 履行価値」

に類似している。概念フレームワークでは、履行価値は「 負債の相手方に移転さ

せる金額だけではなく 、その負債を履行するために必要なその他の者に移転する

金額も含まれる。」 とされている。  

4 ― 公開草案「 不利な契約 契約履行のコスト（ I AS第37号の改訂案）」（ ED/2018/2）  

別紙２ 引当金
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（ 引当金の測定－割引率）

識別されている問題点 

20. I AS第37号第45項では、貨幣の時間価値の影響に重要性がある場合には、現在価値

を利用しなければならない旨の記載があるが、引当金を割り引くにあたって企業自身

の信用リスクを反映させるべきかどうかが不明確である。  

21. 企業により取扱いが区々 となっており、また開示要求もないため、財務諸表の比較可

能性が損なわれている。 

想定される解決策 

22. I ASBは、利害関係者の意見を聞いたうえで、IAS第37号において引当金を割り引くに

あたって企業自身の信用リスクを考慮するか否かについて明確にすることが考えられ

る。 

23. また、割引率に関する情報を開示する要求事項を追加することも考えられる。 

その他プロジェクトの範囲に含まれる可能性がある論点

（ 引当金の調整－リスク調整）

想定される問題点 

24. I AS第37号第42項では、引当金の最善の見積りを行う過程で、リスクと不確実性を

考慮しなければならないとされており、同第43項では、リスク調整により負債の測定

額が増加する場合もあるとされている。  

25. しかし、リスク調整の目的や、どのような状況でリスク調整するべきか、リスク調整

はどのように測定されるべきかが不明確である。 

26. リスク調整は、引当金が最頻値で測定されている場合にのみ、他の発生し得る結果を

反映するように行われるべきとする見解や、引当金が期待値で測定されていたとして

も、（ 実際の）コストが期待値よりも高いというリスクを反映して調整されるべきとす

る見解も存在する。 

想定される解決策 

27. I AS第37号では、まず全般的な測定の目的を明確にすることなく 、調整の目的を明確

にすることは難しいと考えられるが、現時点では、本資料別紙1第6項から第8項に

あるとおり、全般的な測定の目的を検討する予定はない。 

別紙２ 引当金
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28. I AS第37号の範囲に含まれる引当金については、リスク調整をしないことを明確化す

ることも考えられる。過去の議論において一部の財務諸表利用者からは、引当金の測

定においてリスク調整を排除した方が、より透明性のある有用な情報が測定されると

いう意見も聞かれている。 

（ 不利な契約）

想定される問題点 

29. 実務において、契約が不利な契約かどうかを評価するにあたって問題となっている。

本資料別紙1第18項及び第19項で記載したコストの範囲を明確化することに加えて、

以下の点を明確にする必要があるのではないかとの提案が利害関係者から寄せられて

いる。  

(1) I AS第37号第10項の不利な契約の定義における「 契約により受け取ると見込ま

れる経済的便益」 とは、狭く解釈されるべきか（ すなわち、契約により企業が直

接権利を有する経済的便益のみとすべきか）、又は広く解釈されるべきか（ 例えば、

将来利益をもたらす契約にアクセスする権利を含めるべきか）。  

(2) 契約が企業の既存の資産を利用することによって履行され、それらの資産が原価

以外で記帳されている場合に、企業はどのように契約履行コストを測定すべきか。

（ 例えば売却コスト控除後の公正価値で記帳されている農産物又は生物資産を利

用して契約を履行する場合）  

(3) どのような場合に契約を結合したり分離したりすべきであると考えるか。 

想定される解決策 

30. I ASBはIAS第37号に特定の要求事項を追加することが考えられるが、前項のいずれ

の疑問についても I FRS-I Cにおいて問い合わせがきていない。これらの問題は、実務

家により既存のIFRS基準を適用してケース・バイ・ケースで検討されるのが良いと考

えられる。 

（ 補填に対する権利）

想定される問題点 

31. I AS第37号第53項において、「 引当金を決済するために必要となる支出の一部又は全

部が他の者から補填されると見込まれる場合には、企業が債務を決済すれば補填を受

けられることがほぼ確実となったときに(vi rtual l y certai n that rei mbursement 

wi l l  be recei ved)、かつ、そのときにのみ、補填を認識しなければならない。」 とさ

別紙２ 引当金
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れている。 

32. 一部の利害関係者から、例えば、認識済みの負債に対して補填に対する権利（ ri ght to

rei mbursement） を有することはほぼ確実（ vi rtual l y certai n） であり、補填を受け

取る(recei pt)可能性は非常に高く （ hi ghl y probabl e）、測定の不確実性が低い場合、

補填の受け取り(recei pt)がほぼ確実ではないため、補填に関する資産を認識すること

はできないということになるが、補填を受ける権利の認識規準について質問が寄せら

れた。  

想定される解決策 

33. 想定される解決方法は、IAS第37号の認識に関する要求事項について、「 補填に対す

る権利（ ri ght to rei mbursement）がほぼ確実な場合」と修正することが考えられる。

受け取りに関する不確実性は、資産の測定において考慮するか、回収に関して2つ目

の閾値を追加することが考えられる。  

34. 以前のIAS第37号の改訂プロジェクトにおいて、 I ASBの提案は補填に対する権利の

認識規準をこのように修正することが提案された。多くのコメントはこの提案を支持

していたが、最終化されていない。  

（ 偶発資産－財務報告日以後に発生した事象）

想定される問題点 

35. I AS第37号は、偶発資産をその存在が将来の事象の発生又は不発生によってのみその

存在が確認されるものとし、偶発資産の認識を禁止しているが、収益の実現がほぼ確

実になった場合には、関連する資産はもはや偶発資産ではないので、それを認識する

ことは適切であるとしている。  

36. また、 I AS第37号第35項では、偶発資産は、進展状況が適切に財務諸表に反映され

るようにするために継続的に検討され、経済的便益の流入の発生がほぼ確実になった

場合には、当該資産及び関連する収益を、当該変化が発生した期間の財務諸表に認識

するとしている。 

37. 前項の規定は、判決又は合意により原告が当該判決又は合意が生じた期間に賠償を受

ける権利がほぼ確実（ vi rtual l y certai n） なケースに適用される。多くの解釈は、た

とえ前期の財務報告期間の期末や前期の財務諸表発行前に存在していた権利に関連す

るものであっても、判決又は合意が実際に発生した期に原告は賠償を受ける権利を認

識するとされている。すなわち、判決や合意の事実は原告にとっては「 修正を要しな

い後発事象」 として扱われる。  

別紙２ 引当金
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38. 一方、I AS第37号第16項及びIAS第10号「 後発事象」（ 以下「 IAS第10号」という。）

第9項を適用すると、判決や合意は被告にとっては「 修正を要する後発事象」 として

扱われる。一部の利害関係者からは、 IAS第37号第35項について、一見、不整合と

なっている原告と被告の取扱いを解消すべきとの提案がされている。 

想定される解決策

39. 仮に不整合があると結論付けられるのであれば、IAS第37号第35項の文言を修正し、

偶発資産の評価を明確にすることが考えられる。 

 以 上  
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別紙2 関連する IFRS基準の規定

IAS第37号「 引当金、偶発負債及び偶発資産」

定 義

10 次の用語は、本基準では特定された意味で用いている。

負債とは、過去の事象から発生した企業の現在の債務で、その決済により、経済的便益を有する資源

が企業から流出する結果となることが予想されるものである。

偶発負債とは、次のいずれかの債務をいう。

(a) 過去の事象から発生し得る債務のうち、その存在が確認されるのが、企業が完全には統制できな

い将来の1つ又は複数の不確実な事象の発生又は不発生によってのみである債務

(b) 過去の事象から発生した現在の債務であるが、次のいずれかの理由で認識されていないもの

(i) 債務決済のために経済的便益を具現化した資源の流出が必要となる可能性が高くない。

(ii) 債務の金額が十分な信頼性をもって測定できない。

偶発資産とは、過去の事象から発生し得る資産のうち、その存在が確認されるのが、企業が完全には

統制できない将来の1つ又は複数の不確実な事象の発生又は不発生によってのみであるものをいう。

不利な契約とは、契約による義務を履行するための不可避的なコストが、当該契約により受け取ると

見込まれる経済的便益を上回る契約をいう。

認 識

16  ほとんどの場合、過去の事象が現在の債務を生じさせているのかどうかは明白である。稀な場合、

例えば、訴訟問題においては、ある事象が発生しているのか否かや、当該事象が現在の債務を生じさ

せているのか否かが議論となることもある。このような場合には、企業は、すべての利用可能な証拠

（ 例えば、専門家の意見を含む）を考慮したうえで、報告期間の末日において現在の債務が存在してい

るのか否かを決定する。考慮される証拠には、報告期間後の事象により提供された追加的な証拠も含

まれる。そのような証拠を基準にして、次のように扱う。

(a) 報告期間の末日において現在の債務が存在している可能性の方が高い場合には、企業は引当金を

認識する（ 認識規準が満たされている場合）。

(b) 報告期間の末日において現在の債務が存在していない可能性の方が高い場合には、企業は、経済

別紙２ 引当金
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的便益を有する資源の流出の可能性がほとんどない場合を除き、偶発負債を開示する（ 第86項参

照）。

19  引当金として認識されるのは、企業の将来の活動（ すなわち、将来における事業の遂行） とは独立

に存在している過去の事象から生じた債務のみである。このような債務の例としては、違法な環境破

壊に対する罰金又は浄化費用がある。両方とも、企業の将来の行動に関係なく 、決済時に経済的便益

を有する資源の流出を生じる。同様に、企業は、石油装置又は原子力発電所の解体コストについて、

すでに発生した損傷の修復に企業が責任を負う範囲まで引当金として認識する。これと対照的に、商

売上の圧力又は法律上の要求により、企業が、将来において特別な方法で営業活動をするために支出

を行うことを意図しているか又はその必要がある場合がある（ 例えば、ある種の工場に排煙濾過装置

を取り付ける）。当該企業は、将来の行為（ 例えば、操業方法の変更）によって将来の支出を回避する

ことができるので、その将来の支出についての現在の債務を有しておらず、引当金は認識しない。

35  偶発資産は、進展状況が適切に財務諸表に反映されるようにするために継続的に検討される。経済

的便益の流入の発生がほぼ確実になった場合には、当該資産及び関連する収益を、当該変化が発生し

た期間の財務諸表に認識する。経済的便益の流入の可能性が高くなった場合には、企業は偶発資産を

開示する（ 第89項参照）。

測 定

最善の見積り

36 引当金として認識する金額は、報告期間の末日における現在の債務を決済するために必要となる支

出の最善の見積りでなければならない。

リスクと不確実性

42 多くの事象及び状況に必然的に関連するリスクと不確実性は、引当金の最善の見積りに到達する過

程で考慮に入れなければならない。

43  リスクは、結果の変動可能性を表す。リスク調整により、負債の測定額が増加する場合もある。不

確実性のある状況で判断を行う際には、収益又は資産を過大計上しないように、また費用又は負債を

過小計上しないように、注意が必要である。しかし、不確実性は、過大な引当金の設定や負債の意図

的な過大表示を正当化するものではない。例えば、著しく不利な結果に関する予想コストを慎重に見

積る場合に、その結果を意識的に現実よりも確率が高いものとして扱うことはしない。リスクと不確

実性について二重に調整して引当金を過大計上する結果となることを避けるために、注意が必要であ

る。

別紙２ 引当金
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現在価値

45 貨幣の時間価値の影響に重要性がある場合には、引当金の金額は、債務を決済するために必要とな

ると見込まれる支出の現在価値としなければならない。

補 塡

53 引当金を決済するために必要となる支出の一部又は全部が他の者から補塡されると見込まれる場

合には、企業が債務を決済すれば補塡を受けられることがほぼ確実なときに、かつ、そのときにのみ、

補塡を認識しなければならない。当該補塡は、別個の資産として扱わなければならない。補塡として

認識する金額は、引当金の金額を超えてはならない。

55  時には、企業が、引当金を決済するために必要となる支出の一部又は全部を他の者が支払うことを

期待できる場合がある（ 例えば、保険契約、損害賠償条項、製造業者の保証を通じて）。当該他の者は、

企業が支払った金額を補塡する場合もあれば、その金額を直接支払う場合もある。

I AS第10号「 後発事象」

認識及び測定

修正を要する後発事象

9  次に示すのは修正を要する後発事象の例であり、企業は財務諸表に認識した額の修正又は以前に認

識していなかった項目の認識が必要となる。

(a) 報告期間後における訴訟事件の解決で、企業が報告期間の末日時点で現在の債務を有していたこ

との確認となるもの。企業は、この訴訟事件に関し IAS第37号「 引当金、偶発負債及び偶発資産」

に従って過去に計上した引当金を修正するか又は新しい引当金を認識する。当該企業は単に偶発

負債を開示することはしない。訴訟事件の解決は、IAS第37号の第16項に従って考慮されること

となる追加の証拠を提供しているからである。

以 上 
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第405回 企業会計基準委員会
資料番号 審議事項(4)-1

日付 2019年3月22日

プロジェクト  I FRS適用課題対応

項目 
【 審議事項】 I ASB公開草案「 不利な契約 - 契約履行のコス

ト 」 （ I AS第37号の修正案） へのコメントの検討

1 

I . 本資料の目的

1. 本資料は、2018年12月13日に公表された不利な契約－契約履行のコストに関す

る I AS第37号「 引当金、偶発負債及び偶発資産」（ 以下「 I AS第37号」 という。）

修正案（ 以下「 本公開草案」 という。） について概要をご説明し、当委員会の対応

(案)についてご意見をいただく ことを目的としている。本公開草案に対するコメ

ントの期限は2019年4月15日である。  

I I . 背景

2. I FRS解釈指針委員会（ 以下「 I FRS-I C」という。)は、I AS第37号の適用にあたり、

契約（ 具体的には、従前のIAS第11号「 工事契約」（ 以下「 I AS第11号」という。）

の範囲に含まれていた契約） が不利であるか否かを判断する際に考慮するコスト

について明確化して欲しいとの要望書を受け取り、2017年6月のI FRS-I C会議に

おいて本論点を取り上げた。  

3. I FRS第15号「 顧客との契約から生じる収益」（ 以下「 I FRS第15号」 という。） の

公表により、 I AS第11号が置き換えられることになった。 I FRS第15号には、収

益の認識及び測定に関する規定並びに一部のコストに関する規定が含まれている

が、不利な契約か否かを評価する規定は含まれていない。これは、収益認識基準の

開発過程において、不利な契約の認識及び測定に関する規定の開発が検討された

ものの、不利な契約の識別は、既存の要求事項（ IAS第37号） により対処可能と

国際会計基準審議会（ 以下「 I ASB」 という。） が考えたためである（ I FRS第15号

BC294項から BC296項）。  

4. これに伴い、不利な契約か否かを評価するにあたり、これまでIAS第11号が適用

されていた顧客との契約について、 I AS第37号第68項をどのように適用するか

が論点とされた。 I AS第37号第68項は次のように述べている（ 強調はASBJ事務

局による）。  
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本基準では、不利な契約を、契約による債務を履行するための不可避的なコストが、当該

契約により受け取ると見込まれる経済的便益を上回る契約と定義している。契約による不

可避的なコストは、契約から解放されるための最小の正味コストを反映する。それは契約

履行のコストと契約不履行により発生する補償又は違約金のいずれか低い方である。  

5. ここで、契約における債務を履行するための「 不可避的なコスト 」をどのように算

定するかが問題とされ、要望書の提出者は、 IAS第37号における不可避的なコス

トの範囲が、 I AS第11号における工事契約原価の範囲と同様であるかどうかを明

確化するよう求めていた1。  

2017年6月のI FRS-I C会議の結果、公表されたアジェンダ決定案

6. 2017年6月のI FRS-I C会議の結果を受け、IASBスタッフが提案したアジェンダ決

定案の概要は次のとおりである（ 別紙1を参照）。  

（ 1） 不利な契約に含めるコストについては、次の説明を含めることを提案してい

る。  

① 不利な契約であるか否かの評価を、 I AS第37号の第66項から第69項に

おける不利な契約に関する規定を適用して行う（ したがって、I AS第11号

における契約原価のこれまでの規定や、I FRS第15号における契約に直接

関連するコストに関する規定は適用しない）。  

② I AS第37号第68項には、不利な契約の定義が含まれている。契約が不利

であるか否かを評価する際には、契約による債務を履行するための不可避

的なコストと、当該契約により受け取ると見込まれる経済的便益とを比較

する。契約による不可避的なコストとは、契約履行のコストと契約の不履

行により発生する補償又は違約金のいずれか低いほうである。  

③ I AS第37号第68項における契約を履行するための不可避的なコストの合

理的な解釈とは、次の2つのいずれかである。  

1 要望書では、不利な契約か否かの評価にあたって、従来IAS第11号を適用していた契約にIAS第37号

を適用した場合、コストをどのように考えるかについて次の3つの見解が示されていた。  

(1) 見解1： I AS第37号第68項の規定を解釈し、増分コストのみを含めるものとする

（‘ I ncremental  costs’  approach）。   

(2) 見解2： I FRS第15号における契約コストの規定に含まれる、契約に直接関連するコストとする

（‘ Di rectl y attri butabl e costs’  approach）。  

(3) 見解3： I AS第11号と同様の全部原価アプローチを引き続き適用する（‘ Ful l  costs’  

approach）。  
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 企業が契約を締結していなければ発生しなかったであろうコスト

（「 増分コスト 」 と呼称されることが多い。）  

 契約を有しているため回避できないコスト（ 例えば、間接費が契約を

完了するために必要な活動について生じる場合には、その配分を含め

る。）  

（ 2） I FRS-I Cは、不可避的なコストの解釈を明確にするプロジェクトについて、基

準開発のアジェンダに追加するか否かを検討したが、次の理由から、当該プロ

ジェクトを基準開発アジェンダに追加しないとすることを提案した。  

①  不利な契約に関するいく つかの論点については、当該論点すべてについて
包括的な見直しを行わずに開発することはできない。  

②  不利な契約に関する規定については、既存のIFRS基準の枠内で効率的に
解決することはできない。  

当委員会より提出したコメント

7. アジェンダ決定案に対して、当委員会での審議の結果、I FRS-I Cに対して下記の内

容のコメントを 2017年8月21日に提出している。  

（ 1） コメントの内容は、IAS第37号第68項の定めからは、不可避的なコストの解

釈については、必ずしも明確ではないという考えには同意する。  

（ 2） また、本論点について、限定的な基準開発プロジェクトを進めるべきか否かに

ついては、不可避的なコストに係る I AS第37号の定めを明確化することによ

り、実務におけるばらつきが解消される効果が期待できるものの、不利な契約

に関する様々 な論点（ 不利な契約や経済的便益の定義、会計単位等）が特定さ

れている中で、関連する論点を含むIAS第37号の包括的な見直しを行わずに、

本論点のみを切り出して解決を図ることは困難であるとするアジェンダ決定

案の結論については、理解できる面もある。  

（ 3） 一方、本アジェンダ決定案が提案どおりに最終化された場合、比較可能性が損

なわれることについて強い懸念があることから、2つの解釈を認めるとするア

ジェンダ決定案に同意しない。ただし、不可避的なコストについて 2 つの解

釈を認めないようにする方法についてはコンセンサスを得られなかった。  

（ 4） いずれのアプローチを採用するにせよ、本論点について何らかの対応を図る

場合には、取引の内容又は従前の不可避的なコストの解釈により、実務の変更

となる可能性がある。したがって、我々 は、本論点についてアジェンダ決定案
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として公表するのではなく 、基準開発プロジェクトとしたうえで、経過措置及

び適切な発効日を設定することが望ましいと考える。  

2017年11月のI FRS-I C会議の議論の結果

8. 2017年11月のIFRS-I C会議の議論の結果、I FRS-I Cは、I AS第37号の不利な契約

の定義における「 不可避的なコスト 」 という用語の意味を明確化するプロジェク

トを基準設定アジェンダに追加することを決定し、 I ASBは本公開草案を 2018 年

12月13日に公表した。  

I I I . 本公開草案の内容

本公開草案による改訂の概要

9. I ASBの本公開草案における主な改訂及びその際に検討された事項は以下のとおり

である。詳しくは後述する。  

（ 1） 従来のI AS第11号または、 I FRS第15号の範囲に含まれる契約のみならず、

I AS第37号の範囲に含まれるすべての契約に適用することを提案している。  

（ 2） 本プロジェクトの一環として、不利な契約の測定に関する追加的な要求事項

を開発しないこと及び経済的便益の定義に関しての疑問に対処しないことを

提案している。  

③（ 3） 本資料第6項(1) に記載のとおり、 I AS第37 号の契約履行のコストについ

て、当該契約の履行の増分コストのみを含むとの解釈と、契約に直接関連する

他のコストの配分も含むとの解釈の2つの解釈があることが確認されていた。

本公開草案において、契約履行のコストについて、直接関連コスト・ アプロー

チを反映した修正を提案している。なお、新たな開示要求は提案していない。  

（ 4） 企業は本修正を I AS第8号「 会計方針、会計上の見積りの変更及び誤謬」（ 以

下「 I AS第8号」 という。） を適用して遡及適用するのではなく 、本修正を最

初に適用する事業年度の期首現在で存在する契約に適用し、比較情報の修正

再表示を禁止するように提案している。なお、 I FRS初度適用企業に対する経

過措置を提案していない。  
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具体的には、不利な契約－契約履行のコストは以下のように変更されている。  

改訂後 

不利な契約

…

68 本基準では、不利な契約を、契約による債務を履行するための不可避的なコスト

が、当該契約により受け取ると見込まれる経済的便益を上回る契約と定義して

いる。契約による不可避的なコストは、契約から解放されるための最小の正味コ

ストを反映する。それは契約履行のコストと契約不履行により発生する補償又

は違約金のいずれか低い方である。契約履行のコストは、当該契約に直接関連す

るコストを含む。  

68A 財又はサービスを提供する契約に直接関連するコストの例として、次のものがあ

る。  

（ a）  直接労務費（ 例えば、財を製造し引き渡すか又はサービスを相手方に直接提

供する従業員の給料及び賃金）  

（ b）  直接材料費（ 例えば、契約の履行に使用された貯蔵品）  

（ c）  契約活動に直接関連するコストの配分（ 例えば、契約の管理及び監督、保険、

契約の履行に使用された工具、機器及び使用権資産の減価償却のコスト ）  

（ d）  契約により相手方に明示的に請求可能なコスト  

（ e）  企業が契約を締結したことのみが理由で発生した他のコスト（ 例えば、外注

先への支払）  

68B 一般管理費は、契約により相手方に明示的に請求可能である場合を除いては、契

約に直接関連するものではない。  

経過措置

 … 

94A ［ 日付］ 公表の［ 案］「 不利な契約 ― 契約履行のコスト 」（ I AS第37号の修正）

により、第68項が修正され、第68A項から第68B項が追加された。企業はそれら

の修正を、当該修正を企業が最初に適用する事業年度の期首（ 適用開始日）現在

で存在する契約に適用しなければならない。企業は比較情報を修正再表示して

はならない。その代わりに、企業は修正の適用開始の累積的影響を、適用開始日
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現在の利益剰余金（ 又は、適切な場合には、資本の他の内訳項目）期首残高の修

正として認識しなければならない。  

発効日

 …  

― 105 ［ 日付］ 公表の［ 案］「 不利な契約 契約履行のコスト 」（ I AS第37号の修正）

により、第68項が修正され、第68A項から第68B項及び第94A項が追加された。

企業は当該修正を［ 公開後に決定する日付］以後開始する事業年度に適用しなけ

ればならない。早期適用は認められる。企業が当該修正を早期適用する場合に

は、その旨を開示しなければならない。  

本公開草案を開発した際のIASBの検討事項の概要（ 結論の背景）

（ 範囲）

適用範囲 

10. 本公開草案は、一部の企業に会計方針の変更を要求する可能性がある。企業が過

去にIAS第37号の不利な契約の要求事項を適用する際に、契約履行の増分コスト

のみを含めていた場合、本公開草案の内容を適用することにより、契約に直接関

連する他のコストも含めることが要求されることから、企業が不利な契約をこれ

までよりも早期に認識する可能性がある。  

11. I ASBは、I AS第37号の範囲に含まれるすべての契約に適用される要求事項を開発

すべきなのか、 I FRS第 15 号の範囲に含まれる契約のみに適用される要求事項を

開発すべきなのかを検討した。一部の利害関係者は、新たな要求事項の範囲を I FRS

第15号の範囲に含まれる契約に限定することを提案していた。 I FRS-I Cへの要望

は、現在はI FRS第15号の範囲に含まれている、従来はIAS第11号の範囲に含ま

れていた契約について生じたものであるからである。それらの利害関係者は、新

たな要求事項の範囲をこのように限定することにより、 I AS第37号の範囲には含

まれるがI FRS第15号の範囲には含まれない契約の会計処理について、混乱を生

じるおそれのある変更が回避されるであろうと指摘した。  

12. I ASBは、下記の理由で本公開草案において、I AS第37号の範囲に含まれるすべて

の契約に関する要求事項を提案することを決定した。  

（ 1）  すべての契約についての首尾一貫した要求事項は、比較可能性を高める。  
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（ 2）  I ASBは、 I FRS第15号を開発していた際に、顧客との契約について、 I AS第37

号における不利な契約に関する要求事項とは異なる不利な契約に関する要求事

項の要否を検討したが、不要との結論を下しており、それと逆の結論となるこ

とを行う理由はないと考えた。  

（ 3）  I AS第37号の範囲に常に含められてきた契約について既存の不統一が減少す

る。  

（ 4）  たとえI FRS第15号の範囲に含まれる契約に限定したとしても、新たな要求事

項は、従来IAS第11号の範囲に含まれていた契約以外の契約について変更を

生じさせる可能性がある。  

（ 5）  従来I AS第11号の範囲に含まれていた契約を顧客との他の契約と異なる方法

で扱う理由はないと考えた。  

（ 6）  I ASBのI AS第37号に関するリサーチで、オペレーティング･リース（ I AS第

17号「 リース」 で定義） が、 I AS第37号を適用して不利な契約として識別さ

れる契約の相当部分を占めていることが識別された。借手がオペレーティン

グ･リースと同様に会計処理するリースの規模は、 I FRS第16号「 リース」 が

2019年1月1日以後開始する事業年度について発効する時点で著しく 減少す

ることになり、 IAS第37号の要求事項の変更の影響を受ける契約は少なくな

ると予想される。  

（ 7）  不利な工事契約のみについて、又はI FRS第15号の範囲に含まれる契約のみに

ついて要求事項の明確化を提案するとした場合、例えば、企業がそうした新た

な要求事項を I AS第37号の範囲に含まれる他の契約に適用できるかどうか又

は適用すべきかどうか等、 IAS第37号の要求事項に関して新たな論点が生じ

る可能性がある。  

不利な契約による現在の義務の測定 

13. I AS第37号第66項は、不利な契約による現在の義務を引当金として認識し測定

することを企業に要求している。 I ASBは、不利な契約の測定に関する追加的な要

求事項を本プロジェクトの一環として開発すべきかどうかを検討したが、開発し

ないことを決定した。  

14. I ASBは契約履行のコストを算定するにあたり、どのコストを含めるべきかを明確
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化する緊急のニーズを識別したが、基準設定の範囲に測定を含めるように拡大す

ると、プロジェクトが長引く可能性があると考えた。なお、 I ASBは、不利な契約

に係る引当金を、当該契約を不利と識別するのに用いたのと同じコストを含める

ことによって測定できる可能性があると考えている。  

不利な契約の定義における経済的便益の定義

15. I ASBのI AS第37号に関するリサーチで、 I AS第37号の不利な契約の定義におけ

る「 経済的便益」 の定義に関して疑問が生じる場合があることが識別されたが、

I ASBは、下記の理由で、本プロジェクトの一環としてこれらの疑問に対処するこ

とはしないと決定した。  

16. I FRS-I Cへの要望は、コストの算定についてのIAS第11号の要求事項の廃止がき

っかけとなったものであり、 I ASBは、プロジェクトの範囲をこのように拡大する

と、遅れが生じる可能性があると考えた。  

（ 契約履行のコスト )

17. I ASBは契約履行のコストの算定について、増分コスト ・ アプローチと直接関連コ

スト・ アプローチを後述の本資料第18項から第28項を考慮して検討した結果、

直接関連コスト ・ アプローチを反映した修正を提案した。  

18. また、 I ASBは、本公開草案で使用する「 契約に直接関連するコスト 」 という語句

がI FRS第15号で使用されている語句（ I ASBが使用した最も直近の関連性のある

用語法の例）と合致していることを確認している。また、本公開草案は、企業が財

又はサービスを提供する契約履行のコストを算定するにあたって含めるコストの

種類を明確化するのに役立てるための例示を含んでいる。提案している例は、I FRS

第15号第97項から第98項の例示に基づいている。  

有用な情報 

19. I ASBは、直接関連コスト ・ アプローチの方が、増分コスト ・ アプローチよりも、

契約履行のコストのより忠実な表現を提供すると結論を下した。I ASBは、企業は、

契約を履行するために必要とする資源をさまざまな方法で入手することができる

が、直接関連コスト ・ アプローチには契約履行のすべてのコストが含まれると考

えたためである。  

20. 例えば、企業が財を製造したりサービスを提供したりするために機器を使用する

必要がある場合、当該機器を契約で必要な期間にわたり賃借することもできるし、

当該機器を購入してその後は他の契約のために使用することもできる。同様に、
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技術報告書を作成する必要がある場合、個別の契約に必要な報告書のみを作成す

るために専門の事務所と契約することもできるし、すべての契約について報告書

を作成する専門家チームを自分で雇うこともできると IASBは考えている。  

21. いずれにしても、企業には、契約を履行するために必要な機器の使用又は報告書

における情報を入手するためのコストが生じると IASBは考えている。他の契約又

は目的に使用できる機器の購入又は専門家の雇用を選択することは、契約を履行

するために必要な機器の使用又は情報にコストがかからないことを意味するもの

ではないと考えている。  

22. I ASBは、増分コスト・ アプローチは、増分コストのみと、予想される経済的便益

を比較した場合に、個々 に収益性があると見込まれるものの、共通のコストを含

めた場合に損失を生じるようないくつかのサービス契約を企業が有しているとき

に、不利な契約に係る引当金を識別しないことになり、この結果は財務諸表利用

者に有用な情報を提供しないことになると考えた。  

23. I ASBは、前項の結果は、増分コスト ・ アプローチの中で、契約を履行するために

要する資源が類似した契約のグループで共有されている場合には、企業はそれら

の契約を結合してグループとして評価することによって不利な契約を識別すべき

であると定めることによって回避できると考えている。しかし、類似した契約の

グループを評価すると、単独では不利である契約についての負債を覆い隠す可能

性があり、 I ASBは契約が不利かどうかを評価する際に企業がどのように契約を結

合すべきかどうかを定める必要があるが、そのような要求事項は、いかなる IAS第

37号の修正であっても複雑性を増すことになると考えている。  

I AS第37号の他の要求事項との整合性 

24. I ASBはI AS第37号の他の要求事項との整合性について、次のとおり整理してい

る。増分コスト・ アプローチは、契約の増分コスト以外のコストを、企業が契約を

履行するかどうかに関係なく生じるコストと見ている。したがって、増分コスト・

アプローチを適用する場合、そのようなコストは契約履行のコストの一部とはな

らず、企業が将来において営業を行うために発生する必要のあるコストとみなさ

れる。増分コスト・ アプローチの支持者は、企業に増分コスト以外のコストを含め

ることを要求するのは IAS第 37 号の次の要求事項と不整合となると指摘してい

る。  

（ 1）  I AS第37号第18項（ 将来において営業を行うために発生する必要のあるコス

トについては、引当金を認識しないと定めている）。  
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（ 2）  I AS第37号第63項（ 将来の営業損失に対する引当金の認識を禁止してい

る）。 I AS第37号第64項は、将来の営業損失は負債の定義を満たさないと説

明している。  

25. しかし、 I ASBは下記の理由でこの見解に同意しなかった。  

（ 1）  不利な契約に係る引当金を認識する際に、企業は当該コスト自体を現在の義

務として引当金を認識しようとしているのではない。むしろ、企業は他の経

済的便益と交換に財又はサービスを引き渡す現在の義務を認識し、当該義務

をその履行のコストのすべてを含んだ金額で測定しようとしているのであ

る。  

（ 2）  I AS第37号第63項は、将来の営業損失は負債ではない（ 言い換えると、企業

は当該損失を生じさせる現在の義務を有していない） という理由で企業が当

該損失を認識することを禁止している。これと対照的に、契約が不利かどう

かを評価する際には、企業は既存の契約における現在の義務の履行のコスト

を算定しているのである。  

他の基準の要求事項との整合性 

26. I ASBは、他の IFRS基準の要求事項との整合性についても検討し、直接関連コス

ト ・ アプローチは非貨幣性資産の測定に関する他の基準の要求事項と整合的であ

ることに留意した。 I ASBは、理想的には、企業が財を引き渡す契約履行のコスト

を算定する方法は、その財を保有する時に取得原価を算定する方法と整合させる

べきであると結論を下した。整合性により、契約を履行するために必要とされる

資源が、企業がそれらを既に入手しているかどうかに関係なく 、同じ方法で測定

されることが確保されると IASBは考えている。  

27. I ASBは、下記のI FRS基準は、非貨幣性資産の測定に含めるべきコストの種類を定

めており、これらの基準は、資産の購入又は建設に係る増分コストに加え、他の直

接関連するか又は直接起因するコストの両方を含めることを企業に要求している

と考えている。  

（ 1）  I FRS第15号は、契約を履行する際に発生したコストが契約に「 直接関連す

る」 場合に、企業は資産として認識すると述べている。  
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（ 2）  I AS第2号「 棚卸資産」 は、企業は製品、材料及びサービスに「 直接起因す

る」 コスト並びに生産の単位に「 直接関連する」 コストを棚卸資産の原価に含

めると述べている。  

（ 3）  I AS第16号「 有形固定資産」、 I AS第38号「 無形資産」 及びIAS第40号「 投

資不動産」 は、すべて、企業は「 直接起因する」 コストを有形固定資産、無形

資産及び投資不動産の項目の取得原価に含めると述べている。  

28. I FRS第17号「 保険契約」 の範囲に含まれる不利な契約は、 IAS第37号の範囲か

ら除外され、I FRS第17号第47項における不利な契約のテストは、「 契約に配分さ

れる履行キャッシュ・ フロー」 を識別することを企業に要求している。 I ASBは、

I FRS第15号と同様の用語法を使用して、 I FRS第17号B65項は、履行キャッシ

ュ・ フローを「 契約の履行に直接関連する」ものという語句を用いて定義している

点に着目している。   

（ 開示要求）

29. I ASBは、下記の理由から新たな開示要求は提案しないことを決定した。  

（ 1）  本公開草案は範囲が狭く 、不利な契約についての基礎となる諸原則や全般的な要

求事項を変更するものではない。  

（ 2）  従来I AS第11号の範囲に含まれていた不利な契約は、現在はIAS第37号の範囲

に含まれている。 I AS第11 号は不利な契約についての個別の開示要求を含んで

いなかったので、 I AS第37 号の適用は当該契約に関する情報の喪失を生じさせ

ない。  

（ 3）  契約履行のコストの算定は、場合によっては、見積りの使用を要する可能性があ

る。しかし、これは本公開草案を公表していなかったとしても同じである。 IAS

第37号第85項(b)及びIAS第1号「 財務諸表の表示」 第125項はすでに、不確

実性に関する特定の情報を開示することを企業に要求している。  

（ 経過措置及び発効日）

すでにI FRS基準を使用して報告している企業 

30. 下記を考慮した結果、 IASBは、 I AS第8号を適用して遡及適用することを提案し

ないことを決定し、その代わりに、企業が本修正を最初に適用する事業年度の期

首現在で存在する契約に適用し、比較情報の修正再表示を禁止することを提案し

た。 I ASBは、当該提案により、企業が本公開草案に基づく修正を最初に適用する
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際に発生するコストと適用開始時に財務諸表利用者に提供される情報の有用性と

をバランスさせていると考えている。  

 本修正を最初に適用する際に追加的なコストを含める企業は、過去に把握し

ていなかったコストに関する情報を入手することが必要となる可能性があ

る。 I AS第8号は、そのような情報の入手が実務上不可能である場合には、

当該情報の入手を企業に要求しないこととしている。しかし、状況によって

は、表示する最も古い期間の期首現在で必要とされる情報を企業が入手する

ことが困難で高コストではあるが、実務上不可能（ I AS第8号で定義） では

ない場合がある。  

 多くの場合、契約が不利になるのは、その契約期間中に一度だけである。し

たがって、 I AS第8号を適用した本公開草案の遡及適用は、一般的には財務

諸表利用者にトレンド情報を提供しないことになる。むしろ、契約がいつ不

利になるのかに関する情報の方が、利用者にとってトレンド情報よりも有用

である。遡及適用が、企業の契約が不利となる原因を繰り返し生じさせる契

約履行における特定の時点を強調することになるのであれば、利用者は一定

の有用な情報を入手する可能性がある。しかし、 I ASBは、この状況が一般的

であると示唆する証拠を持っていない。  

31. なお、 IASBは、 I AS第8号を適用する選択肢（ オプション） を設けるかどうかも

検討した。 I ASBは、選択肢を設けることの便益は限定的であり、不釣り合いな複

雑性やこうした選択肢によって生じる企業間の比較可能性の潜在的な喪失のほう

が大きくなると考えた。  

最初のI FRS財務諸表を表示する企業 

32. I ASBは、現行のI FRS第1号「 国際財務報告基準の初度適用」（ 以下「 I FRS第1号」

という。） が不利な契約についてのIAS第37号の要求事項に例外や免除を設けて

いないため、初度適用企業に対する経過措置を提案しないことを決定した。  

コメント提出者への質問内容

33. 本公開草案では、次の3点についてコメントを募集している。  

質問1 直接関連コスト ・ アプローチに賛成するか否か 

I AS第37号第68項において、契約履行のコストは、（ 契約の増分コストだけでな
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く ） 契約に直接関連するコストを含むと定めることを提案しているが、これに同

意するか。反対の場合、その理由は何か、また、どのような代替案を提案するか。  

質問2 契約に直接関連するコスト及び直接関連しないコストの例示について 

契約に直接関連するコスト及び直接関連しないコストを列挙する第68A項から第

68B項を追加することを提案しているが、列挙された項目について何かコメントは

あるか。また、その他に追加すべき項目はあるか。  

質問3 その他 

本修正案について他に何かコメントはあるか。 

I V. 第403回企業会計基準委員会、第26回から第28回I FRS適用

課題対応専門委員会並びに第80 回ASAF対応専門委員会におい

て聞かれた意見

34. 第403回企業会計基準委員会、第26回から第28回I FRS適用課題対応専門委員会

並びに第80回ASAF対応専門委員会では、本公開草案の概要について説明し、主

に次のような意見が聞かれた。  

・ 「 不利な契約-契約履行のコスト 」 のみを緊急のニーズを識別して、別個のプ

ロジェクトとして基準開発することの是非について疑問がある。不利な契約で

あるかどうかを評価するためには、契約履行のコストと経済的便益を比較する

必要があるが、経済的便益の定義の疑問に対応せずに、コストのみについて別

個のプロジェクトとして対応することは困難であると考えられる。  

・ 従前のI AS第11号に含まれていた工事契約が不利か否かの判定について、

I FRS第15号の開発を契機にIAS第37号の要求事項に包含されることとなっ

たのは、工事契約にIAS第37号を適用しても、結果として不利となる契約の

範囲が大きく変わらないと I ASBが判断したためであると理解している。  

・ 既存の不統一が減少する方向での提案に賛成する。

・ 本公開草案は、 I AS第37号の範囲に含まれるすべての契約に関する要求事項

を提案しているが、本公開草案の端緒となった廃止されたI AS第11号の範囲

に含まれていた不利な工事契約についてのみ対処することも考えられる。  
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・ 増分コストのみを含めるとする見解は負債計上の遅延や負債が過小となる恐れ

があると考えられる。  

・ 企業は、例えば、他の契約により固定費が回収されているため、増分コストの

み回収できる価格で契約を締結する場合があるが、このような場合に直接関連

コスト ・ アプローチにより契約が不利であるかどうかを評価することが要求さ

れると、契約締結時に引当金を認識する必要があり、不合理な結果となる可能

性がある。  

・ 同種の複数の契約を一つの会計単位として、当該会計単位が不利かどうかを評

価することが有用な情報を提供する場合もあると考えられる。 I FRS第15号の

契約を会計単位として不利な契約の判定を行うことについても十分に議論する

必要があると考えられる。

・ 本公開草案は、契約が不利かどうかを評価する際に、企業が契約の「 履行のコ

スト 」 を算定するにあたって含めるコストを明確化することが目的であると理

解しているが、例えば、一般管理費は原則、契約に直接関連するものではない

とされる一方、契約により相手方に明示的に請求可能である一般管理費は、契

約に直接関連するものであるとされており、直接関連するコストの範囲が必ず

しも明確ではない可能性があると考えられる。  

・ 本公開草案で提案している直接関連するコストと I AS第11号「 工事契約」 が

採用していたとされる全部原価の差異は具体的にどのようなもので、どの程度

の金額的影響があるものかが明確でない。  

・ 結論の根拠において、他のI FRS基準が定めた非貨幣性資産の測定に含めるべ

きコストが直接関連コスト ・ アプローチと整合している例として、 I AS第2号

「 棚卸資産」 の例を挙げているが、 I AS第2号第12項の「 固定及び変動の製

造間接費（ i ndi rect costs of  producti on） 」 と、直接関連コスト ・ アプロー

チ（ di rectl y rel ated cost approach） の用語は整合していないと考えられ

る。  

・ 本公開草案では直接関連コスト ・ アプローチを採用することが提案されている

が、 I AS第37号第69項の「 専用の資産」 の用語は修正されておらず、資産の

減損と不利な契約に対する引当金が、二重計上される可能性がある。  
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・ I FRS初度適用企業について、経過措置は提案されておらず、遡及適用が必要

となるが、 I FRS第15号と同様の経過措置が必要であると考えられる。  

・ 長期のサービス契約等、 IAS第37号を適用して増分コストのみを契約履行の

コストとして把握してきた企業も存在していると考えられ、 I ASBは本公開草

案が適用されることによる影響がどの程度あるかについて把握する必要がある

と考えられる。  

V. ASBJ事務局による分析

本公開草案の提案内容の整理

（ 直接関連コスト ・ アプローチ）

直接関連するコストと全部原価の差異 

35. ASBJ事務局ではまず、本公開草案で提案している直接関連するコストと、 I AS第

11号「 工事契約」 が採用していたとされる全部原価の差異は具体的にどのような

もので、どの程度の金額的影響があるものかを整理することとした。  

36. 2017年6月のI FRS-I C会議のアジェンダ・ ペーパー4のAppendi x Bの要望書で示

された設例において、直接関連コストには含まれないが、全部原価アプローチに

含まれるコストとして、i ndi rect overhead costs（ 間接諸経費）が示されている。

このコストに相当する部分が、不利な工事契約について、従前のIAS第11号を適

用した場合のコストと本公開草案を適用した場合のコストの差額となると考えら

れるが、この名称以上の詳細な説明はなく 、このコストに何が含まれるのかが明

確ではない。  

37. 一方で、2017年6月のI FRS-I C会議のアジェンダ・ ペーパー4のAppendi x Cにお

いて、 I AS第11号第17項及び第18項において定められた工事契約原価と企業が

回避することができないコスト 2は整合していることが確認されており、前項に記

載したi ndi rect overhead costs（ 間接諸経費） に相当する項目は識別されておら

ず、 I AS第11号の工事契約原価に含まれるコストと、直接関連コスト ・ アプロー

2 2017年6月のI FRS-I C会議のアジェンダ・ ペーパー4において、「 契約があることにより企業が回避す

ることのできないコスト 」 の用語が使用され、本公開草案BC16項(b)において直接関連コストを「 契約

があることにより企業が回避することのできない全てのコスト 」 と説明されており、「 契約があることに

より企業が回避することのできないコスト」 と「 直接関連コスト 」 は同義であると考えられる。  
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チにより含まれるコストには、差異がないと考えられる。  

38. 本公開草案の直接関連コスト・ アプローチに含まれるコストと I AS第11号の工事

契約原価の差異は一定の開発費において存在する可能性があると考えられる。た

だし、 I AS第11号第3項に記載のとおり、工事契約とは、単一の資産又はその設

計、技術及び機能若しくはその最終的な目的や用途が密接に相互関連又は相互依

存している複数の資産の結合体の建設工事のために特別に交渉される契約とされ、

工事契約において、通常、開発費の発生は想定されない若しく は少額であると考

えられ、そうであれば、請求可能な開発費のみが工事契約原価に含まれるとされ

ていても直接関連コストとの差異はない若しくは少額と考えられる。  

39. 以上の分析の結果、本公開草案で提案している直接関連するコストと、 I AS第11

号「 工事契約」が採用していたとされる全部原価の差異は、開発費の取扱いについ

て存在するものと考えられるが、これによる差異は存在したとしても、重要性の

ない差異であると考えられ、工事契約が不利かどうかの評価について、本公開草

案を適用した帰結と、 IAS第11号を適用して工事契約が不利かどうかの評価をし

た場合の帰結との間に重要な差異はないものと考えられる。  

40. なお、 I AS第37号の適用範囲には、工事契約以外にも様々 な契約が含まれること

から、契約によっては契約を履行するために開発費の発生が必要な契約も存在す

る可能性があり、そのような契約については、他のコストと同様に、契約履行に必

要か否かでコストに含められるか否かが決定されることに違和感はないと考えら

れる。  

一般管理費の取扱い 

41. 本公開草案は、契約が不利かどうかを評価する際に、企業が契約履行のコストを

算定するにあたって含めるコストを明確化することが目的であると理解している

が、本公開草案第68B項において、「 一般管理費は、契約により相手方に明示的に

請求可能である場合を除いては、契約に直接関連するコストではない。」 とされる

一方、契約により相手方に明示的に請求可能である一般管理費は、契約に直接関

連するものであるとされており、直接関連するコストの範囲が必ずしも明確では

ないと考えられる。  

42. 本公開草案及びその結論の根拠において、履行コストに含められる一般管理費と

そうでない一般管理費の差異についてその根拠又は理由は記載されていない。一

般管理費はその性質から直接関連するコストに該当しないと考えられるのであれ

ばその旨を明示し、契約により相手方に明示的に請求可能である一般管理費につ

いては、契約により受取ると見込まれる経済的便益から控除することを要求する
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ことにより、含めるコストの範囲を相手方に明示的に請求可能か否かではなく 、

契約を履行するために必要なコストのみを含めるとする直接関連コスト ・ アプロ

ーチの考え方と整合的な要求事項となるものと考えられる。

43. また、 2017年6月のI FRS-I Cのアジェンダ・ ペーパー4において、企業が回避す

ることができないコストの例として、契約完了に必要な従業員の規模が本部の人

事部の管理を必要となるものである場合には、本部の人事部のコストが含まれる

としており、一般管理費でも契約履行に必要なコストは、本公開草案のBC16項(b)

及びBC17項に照らして、直接関連コストに含まれるものと考えられる。しかしな

がら、一般管理費は、原則として、契約に直接関連するコストではないとされてい

る。一般管理費の中にも契約履行に必要なコストがあると考えるのであれば、一

般管理費について、相手方への請求の可否ではなく 、直接関連するコストか否か

の判断を求めればよく 、一般管理費について特段の要求事項を設定する必要はな

いと考えられる。  

44. なお、 I FRS第15号第95項において、契約を履行するためのコストには、契約に

直接関連するコストが含まれるとされ、本公開草案第68B項は、 I FRS第15号第

98項(a)の要求事項に基づく ものと理解している。本資料第41項から第43項の

検討の結果、本公開草案の記載内容を修正する場合には、I FRS第15号の要求事項

を修正したうえで当該修正内容を本公開草案においても反映させるべきであると

考えられる。

契約により相手方に明示的に請求可能なコスト  

45. 本公開草案第68A項(d)において、直接関連するコストの例として、「 契約により

相手方に明示的に請求可能なコスト 」が示されている。しかしながら、当該要求事

項は、本資料第41項から第43項で記載した一般管理費と同様に、直接関連する

コストの範囲を不明確にする可能性があると考えられる。  

46. I FRS第15号第97項(d)に契約に直接関連するコストに、「 契約に基づいて顧客に

明示的に請求可能なコスト 」 が含まれるとされている。本公開草案第68A項(d)の

例示はI FRS第15号第97項(d)に基づく ものと考えられる。契約履行のコストの

範囲は、相手方に明示的に請求可能か否かではなく 、契約を履行するために必要

なコストを含むことを要求すればよく 、契約に直接関連するコストを含めるとし

た I FRS第15号第97項においては、同項(d)を削除することが考えられ、また、

本公開草案第68A項(d)の例示は不要と考えられる。当該例示を削除することによ

り、直接関連コスト ・ アプローチの考え方と整合的な要求事項となるものと考え

られる。  
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「 不利な契約-契約履行のコスト 」 のみを緊急のニーズを識別して別個のプロジ

ェクトとして基準開発することの是非

47. I ASBは、契約が不利かどうかを評価する目的で、企業が契約の「 履行のコスト 」

を算定するにあたって含めるコストについて、複数ある見解を絞りこもうとする

取り込みとして、本公開草案を公表している。そうした複数ある見解は、一部の種

類の契約を締結する企業の財務諸表に重要性のある差異を生じさせる可能性があ

り、当該論点に対応して、 I ASBがその解決に向けた取り組みを行うことは支持で

きるものと考えられる。  

48. I ASBは、I FRS第15号の開発に伴い、従前はIAS第11号の要求事項により検討し

ていた不利な工事契約について、I AS第11号が廃止されたことから、I AS第37号

を適用した場合に、契約履行のコストを算定にするにあたってどのコストを含め

るべきかを明確化する緊急のニーズを識別し、当該論点への対処として本公開草

案を公表したものと理解している。  

49. すでに企業はI FRS第15号の適用が要求され緊急性はなくなっており、部分的な

対応ではなく 、本資料第50項及び第51項に記載した項目も含めて首尾一貫性の

ある基準開発をすることが適当と考えられるため、 I ASBが契約が不利かどうかを

評価する目的上、企業が契約の「 履行のコスト 」を算定するにあたって含めるコス

トのみを別個のプロジェクトとして、 I AS第37号を修正することは適当ではない

と考えられる。  

50. 不利な契約であるかどうかを評価するためには、契約履行のコストと経済的便益

を比較する必要があるが、経済的便益の定義の論点に対応せずに、契約履行のコ

ストのみについて別個のプロジェクトとして対応することは困難と考えられる。  

51. 同種の複数の契約を一つの会計単位として、当該会計単位が不利かどうかを評価

することが有用な情報と提供する場合もあると考えられる。会計単位の論点は、

契約が不利かどうかを評価する目的上、企業が契約の「 履行のコスト 」を算定する

にあたって含めるコストにも影響し得るものと考えられ、この点からも、契約履

行のコストのみについて別個のプロジェクトとして対応することは困難と考えら

れる。  

本公開草案により契約が不利かどうかを評価する上で履行コストについて含

めるコストを定めるとする場合

52. 前項に記載のとおり、「 履行のコスト 」 を算定するにあたって含めるコストのみ

について別個のプロジェクトとして、 I AS第37号「 引当金、偶発負債及び偶発資
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産」 を修正することは適当ではないと考えているが、このまま基準開発が進めら

れる可能性があり、本公開草案の提案のうち、コメントが必要と考えられる事項

を検討する。  

（ 本公開草案の提案のうち、同意できると考えられる事項）

適用範囲 

53. I ASBは、本資料第12項に記載した理由により、本公開草案において、I AS第37号

の範囲に含まれるすべての契約に関する要求事項を提案している。従来から IAS

第37号に含まれてきた契約について、増分コストのみを含めていた場合には、本

公開草案の適用により、不利な契約として識別される契約が増加するとともに認

識する負債が増加する可能性がある。当該可能性は十分に想定されるところでは

あるが、本公開草案による当該修正が特定の業種や特定の取引の会計処理に重要

な影響を与えることが識別できておらず、実務が変更される得る可能性以外に、

適用範囲を絞り込むべき理由をASBJ事務局は特定していない。

54. I ASBが考慮した本資料第12項に記載した理由の他、すべての契約についての首

尾一貫した要求事項は、財務諸表作成者にとっては、作成コストの減少、財務諸

表利用者にとっては理解可能性を高める可能性があるものと考えられ、公開草案

においてI AS第37号の範囲に含まれるすべての契約に関する要求事項を開発す

るとの提案を否定する必要はないものと考えられる。  

採用するコスト ･アプローチ 

55. I ASBは契約履行のコストの算定について、増分コスト ・ アプローチと直接関連コ

スト・ アプローチを本資料第18項から第28項を考慮して検討した結果、直接関

連コスト ・ アプローチを反映した修正を提案している。  

56. 企業は、例えば、他の契約により固定費が回収されているため、増分コストのみ回

収できる価格で契約を締結する場合があるが、このような場合に直接関連コスト・

アプローチにより契約が不利であるかどうかを評価することが要求されると、契

約締結時に引当金を認識する必要があり、不合理な結果となる可能性がある。  

57. 本資料別紙2第10項に記載のとおり、増分コスト・ アプローチにおいて、締結し

た契約から損失が見込まれる場合に、引当金が認識されるようにするためには、

企業がどのような契約を結合するべきかどうかを定める必要があるものと考えら

れるが、そのような要求事項は複雑性を増すものと考えられる。また、どのような

契約を結合するかには、企業の判断が必要であり、加えて、どのような要求事項を

設けたとしても、本資料別紙2第8項に記載のとおり、負債が覆い隠される可能
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性が存在するものと考えられる。  

58. また、本資料第56項で記載した不合理な結果については、本資料第51項に記載

している会計単位の論点が整理されることにより解消する論点であると考えられ、

ASBJ事務局としては、会計単位についてもあわせて基準開発の要否を検討するべ

きであるとするコメントを提出することを考えている。  

59. 本公開草案が提案する直接関連コスト ・ アプローチは、 IAS第11号の全部原価ア

プローチとの関係で、本資料第35項から第40項に記載のとおり差異は限定的で

あると考えられ、そうであれば、従前のIAS第11号を適用して識別した不利な工

事契約について、本公開草案を適用しても重要な差異が発生しない可能性がある。 

60. 増分コスト ・ アプローチを採用することにより発生し得る複雑性を回避しつつ、

一定の優位性があり、工事契約について現行の実務を大きく変更しない可能性の

ある本公開草案が採用した直接関連コスト ･アプローチを否定する必要はないと

考えられる。  

直接関連コスト ・ アプローチと I AS第2号「 棚卸資産」 の製造間接費の用語の関係

61. 直接関連コスト・ アプローチが他のI FRS基準の非貨幣性資産の測定に含めるべき

コストと整合している例として、 I AS第2号「 棚卸資産」 の例を挙げている。 I AS

第2号は、企業は製品、材料及びサービスに「 直接起因する」コスト並びに生産の

単位に「 直接関連する」 コストを棚卸資産の原価に含めると述べている。  

62. I AS第2号第12項において、「 棚卸資産の加工費には、直接労務費のような、生産

単位に直接関係するコストが含まれる。加工費には、原材料を完成品に加工する

際に生じる固定及び変動の製造間接費（ i ndi rect costs of  producti on） の規則

的な配賦額も含まれる。」 とされ、一見、直接関連コスト・ アプローチ（ di rectl y 

rel ated cost approach） の用語とは整合していないとも考えられるが、当該製造

間接費は、当該資産を製造するために必要となる活動について生じるコストの配

分であり、直接関連コスト ・ アプローチの考え方とは整合しているものと考えら

れる。他のI FRS基準も「 直接関連」 や「 直接起因」 の用語を使用しており、これ

らとも一定の整合性が図られているものと考えられ、また、棚卸資産のコストに

含まれる製造間接費という表現は会計慣行としても一般的に使用される用語であ

り、直接関連コスト ・ アプローチや製造間接費という表現を変更する必要はない

と考えられる。  
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（ 本公開草案の提案のうち、コメントが必要と考えられる事項）

経済的便益の定義 

63. I ASBは、I AS第37号の不利な契約の定義における「 経済的便益」 の定義について

論点があることを認識しているが、この点について対応すると、遅れが生じる可

能性があることから、本公開草案では取り扱わないこととしている。不利な契約

であるかどうかを評価するためには、契約履行のコストと経済的便益を比較する

必要があり、本来であれば、経済的便益の定義の論点についても契約履行のコス

トの範囲の論点とあわせて検討する必要があるものと考えられる。当該論点につ

いて本プロジェクトの一環で対応せず、将来において対応する場合には、二度、会

計基準が変更される可能性があり、早急に検討するべきであることを提案するこ

とが考えられる。  

会計単位 

64. 本公開草案において、会計単位について取り扱われていない。しかしながら、同種

の複数の契約を一つの会計単位として、当該会計単位が不利かどうかを評価する

ことが有用な情報と提供する場合もあると考えられる。例えば、I FRS第15号の契

約等を会計単位として不利な契約の判定を行うことについても十分に議論する必

要があると考えられる。  

65. 不利な契約であるかどうかを評価するためには、契約履行のコストと経済的便益

を比較する必要があるが、会計単位の論点は、その両方に影響する可能性があり、

契約履行のコスト、経済的便益の論点と合わせて検討する必要があるものと考え

られる。会計単位の論点について、本プロジェクトの一環で対応せず、将来におい

て対応する場合には、二度、会計基準が変更される可能性があり、早急に検討する

べきであることを提案することが考えられる。  

I FRS初度適用企業に対する経過措置 

66. 本公開草案において、 I FRS初度適用企業に対する経過措置を提案せず、遡及適用

することが提案されている。一方、本資料第30項に記載のとおり、IASBは、すで

にI FRS基準を使用して報告している企業については、 IAS第8号を適用して遡及

適用を要求した場合のコストと便益を考慮した結果、 IAS第 8 号を適用して遡及

適用せず、企業が本修正を最初に適用する日から遡及適用することを決定してい

る。  

67. I FRS初度適用企業に対して、 I FRS第1号D34項は、次のように定めている。  
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初度適用企業は、 I FRS第15号のC5項の経過措置を適用することができる。それ

らの項において、「 適用開始日」への参照は、最初のIFRS報告期間の期首として解

釈しなければならない。初度適用企業が当該経過措置を適用することを決定する

場合には、 I FRS第15号のC6項も適用しなければならない。  

68. I FRS第1号D34項が言及している I FRS第15号「 顧客との契約から生じる収益」

（ 以下「 I FRS第15号」 という。） C5項(b)及び(c)は次のように定めている。  

(b)  完了した契約のうち変動対価のある契約について、企業は、比較対象報告期

間における変動対価金額を見積らずに、契約が完了した日における取引価格

を使用することができる。  

(c)  表示する最も古い期間の期首よりも前に条件変更された契約について、企業

は、当該契約を契約変更について[I FRS第15号の]第20項から第21項に従っ

て遡及的に修正再表示する必要はない。その代わりに、企業は次のことを行う

際に、表示する最も古い期間の期首よりも前に行われたすべての条件変更に

ついて合計の影響を反映しなければならない。  

( i )  充足した履行義務と未充足の履行義務の識別 

( i i )  取引価格の算定 

( i i i )  充足した履行義務と未充足の履行義務への取引価格の配分 

69. I FRS初度適用企業がIFRS第15号の経過措置を適用する場合に、本公開草案につ

いては経過措置が設けられていないことから、特定の契約における収益を認識す

るための前提と不利な契約であるかどうかを評価する際の前提が異なりうること

が考えられる。したがって、本資料第70項及び第71項の経過措置を設けること

を提案する。  

70. I FRS第1号D34項及びI FRS第15号C5項(b)の経過措置を適用して、完了した契

約のうち変動対価のある契約について、企業が比較対象報告期間における変動対

価金額を見積らずに、契約が完了した日における取引価格を使用して過去の報告

期間に遡及適用した場合には、過去の各期間の契約がIAS第37号第68項の不利

な契約であるかどうかの評価についても、契約が完了した日における取引価格を

使用することができる。  

71. I FRS第1号D34項及びIFRS第15号C5項(c)の経過措置を適用して、表示する最

も古い期間の期首よりも前に条件変更された契約について、表示する最も古い期

間の期首よりも前に行われたすべての条件変更について合計の影響を反映して過
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去の報告期間に遡及適用した場合には、過去の各期間の契約がIAS第37号第68

項の不利な契約であるかどうかの評価についても、表示する最も古い期間の期首

よりも前に行われたすべての条件変更について合計の影響を反映することができ

る。  

専用の資産の減損と不利な契約に対する引当金 

72. I AS第37号第69項において、「 不利な契約に対する別個の引当金を設定する前に、

企業は、当該契約に専用の資産に発生した減損があれば、それを認識する。」 とさ

れている。直接関連コスト・ アプローチにおいて、複数の契約の履行のために使用

される固定資産の減価償却費の按分も、特定の契約の履行に当該固定資産の使用

が必要であれば、特定の契約が不利であるかどうかを評価するためのコストに含

まれる。しかしながら、当該固定資産は他の契約にも使用されることから、IAS第

37 号第 69 項の特定の契約に専用の資産には該当せず、契約に専用でない資産の

減損と不利な契約に係る引当金の関係が明確ではないと考えられる。  

73. 本公開草案で直接関連コスト ・ アプローチを反映する方法で契約が不利かどうか

を判定するためのコストを明確にするのであれば、 IAS第37号第69項に下記の

ように修正する必要があると考えられる（ 追加を提案する文言に下線を付してい

る。） 。  

不利な契約に対する別個の引当金を設定する前に、企業は、当該契約に専用の資産の履

行に直接関連する資産に発生した減損があれば、それを認識する。  

74. 以上を踏まえたコメント・ レターの文案については、審議事項(4)-2に記載してい

る。

ディスカッション・ ポイント

本公開草案の概要、ASBJ事務局の分析及びコメントの文案について、ご質問や

ご意見があればいただきたい。  

以 上 
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別紙1 関連する基準等

IAS第11号「 工事契約」

工事契約原価 

16 工事契約原価は、次のものからなる。

(a) 特定の契約に直接関連する原価

(b) 当該請負業務全般に起因し、かつ、その契約に配分できる原価

(c) 契約の条件により、発注者に個別に請求できるようなその他の原価

17 特定の契約に直接関連する原価には次のものを含む。  

(a) 監督を含む現場の労務費 

(b) 建設工事に使用された材料費 

(c) その契約に使用された工場及び設備の減価償却費 

(d) 契約に基づく工事の現場への又はそこからの、工場、設備及び材料の移設費及び移送費 

(e) 工場及び設備の賃借に係る原価 

(f ) 契約に直接関連する設計及び技術援助料 

(g) 調整及び保証作業の見積原価（ 予測される補償の原価を含む） 

(h) 第三者からのクレーム 

これらの原価は、工事契約収益に含まれない付随的な収益によって減額されることもある。例え

ば、契約の完了時における余剰材料の売却や工場及び設備の処分から発生する収益がある。  

18 当該請負業務全般に起因し、かつ、特定の契約に配分できる原価には次のものを含む。  

(a) 保険料 

(b) 特定の契約に直接関連しない設計及び技術援助料 

(c) 工事間接費 

これらの原価は、規則的、合理的で、特徴の類似したすべての原価に首尾一貫して適用される方

法を用いて配分される。その配分は、建設工事活動の通常の水準に基づいて行われる。工事間接
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費には、建設工事要員の人件費の支払を準備し、処理する費用などを含む。請負業務全般に帰属

させることができ、かつ、特定の契約に配分できる原価には、借入コストも含まれる。  

19 契約の条件により、発注者に個別に請求できる原価には、当該契約の条件により支払が特定され

ている場合の一部の一般管理費や開発費が含まれる。  

20 工事請負業務に帰属させることも、契約に配分することもできない原価は、工事契約原価から除

外される。そのような原価には次のものを含む。  

(a) 契約で支払が特定されていない一般管理費 

(b) 販売費 

(c) 契約で支払が特定されていない研究開発費 

(d) 特定の契約に使用されない遊休の工場及び設備の減価償却費 

21 工事契約原価は、契約の獲得の日から最終的な契約の完了までの期間にわたり、工事請負業務に

帰属させることができる原価を含むものである。しかし、契約に直接関連し、契約を獲得する過

程で発生した原価も、それらを区分して把握し、信頼性をもって測定することができ、かつ、そ

の契約を獲得する可能性が高ければ、工事契約原価の一部として含めることになる。契約を獲得

する過程で発生した原価が、それが発生した会計期間に費用として認識された場合には、当該期

間より後の期間に契約が獲得された場合でも、工事契約原価には含めない。  

I AS第37号「 引当金、偶発負債及び偶発資産」

5 特定の引当金、偶発負債及び偶発試算を他の基準が扱っている場合には、企業は本基準に

代えて当該他の基準を適用する。例えば、一部の種類の引当金は、次の基準で扱われてい

る。

(g) 顧客との契約から生じる収益（ I FRS第15号「 顧客との契約から生じる収益」参照）。た

だし、I FRS第15号は、顧客との契約のうち不利なもの又は不利になったものを扱う具

体的な要求事項を含んでいないため、本基準はそうした場合に適用される。  

定義 

10 次の用語は、本基準では特定された意味で用いている。

 （ 省略）  

不利な契約とは、契約による義務を履行するための不可避的なコストが、当該契約により
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受け取ると見込まれる経済的便益を上回る契約をいう。

不利な契約 

66 企業が不利な契約を有している場合には、当該契約による現在の債務を引当金として認識

し、測定しなければならない。

67  多くの契約（ 例えば、日常的な購買注文） は、相手に補償金を支払わずに解約することがで

きるので、債務はない。そうでない契約は、契約当事者のそれぞれに権利と義務の両方を設

定する。事象によりこうした契約が不利な契約となる場合には、当該契約は本基準の範囲に

含まれ、認識される負債が存在する。未履行契約のうち不利な契約でないものは、本基準の

範囲に含まれない。 

68  本基準では、不利な契約を、契約による債務を履行するための不可避的なコストが、当該

契約により受け取ると見込まれる経済的便益を上回る契約と定義している。契約による不

可避的なコストは、契約から解放されるための最小の正味コストを反映する。それは契約

履行のコストと契約不履行により発生する補償又は違約金のいずれか低い方である。  

69  不利な契約に対する別個の引当金を設定する前に、企業は、当該契約に専用の資産に発生

した減損があれば、それを認識する（ I AS第36号参照）。  

I FRS第1号「 国際財務報告基準の初度適用」

D34   初度適用企業は、I FRS第15号のC5項の経過措置を適用することができる。それらの項にお

いて、「 適用開始日」への参照は、最初のI FRS報告期間の期首として解釈しなければならな

い。初度適用企業が当該経過措置を適用することを決定する場合には、I FRS第15号のC6項

も適用しなければならない。  

I FRS第15号「 顧客との契約から生じる収益」

97 契約（ 又は特定の予想される契約） に直接関連するコストには、次のものが含まれる。

(a) 直接労務費（ 例えば、約束したサービスを顧客に直接提供する従業員の給料・ 賃金）

(b) 直接材料費（ 例えば、約束したサービスの顧客への提供に使用される消耗品）

(c) 契約又は契約活動に直接関連するコストの配分額（ 例えば、契約管理及び監督のコス

ト、保険料及び契約の履行に使用される器具、設備及び使用権資産の減価償却費）
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(d) 契約に基づいて顧客に明示的に請求可能なコスト

(e) 企業が契約を締結したことだけを理由にして発生したその他のコスト （ 例えば、外注

先への支払）

98 企業は、次のコストを発生時に費用として認識しなければならない。

(a) 一般管理費（ 当該コストが契約に基づいて顧客に明示的に請求可能な場合は除く 。そ

の場合には、企業は当該コストを第97項に従って評価しなければならない。）

(b) 契約を履行するための仕損した原材料、労働力又は他の資源のコストのうち、契約の

価格に反映されなかったもの

(c) 契約における充足した履行義務（ 又は部分的に充足した履行義務） に関連するコスト

（ すなわち、過去の履行に関連するコスト）

(d) 未充足の履行義務に関連しているのか、充足した履行義務（ 又は部分的に充足した履

行義務） に関連しているのかを企業が区別できないコスト

C5 企業は、本基準をC3項(a)に従って遡及適用する場合に、次の実務上の便法のうちの1つ又は複

数を使用することができる。  

(a) 完了した契約について、企業は契約を修正再表示する必要はない。  

( i )  同一事業年度中に開始して終了した契約、又は 

( i i )  表示する最も古い期間の期首現在で完了している契約 

(b) 完了した契約のうち変動対価のある契約について、企業は、比較対象報告期間における変動

対価金額を見積らずに、契約が完了した日における取引価格を使用することができる。  

(c) 表示する最も古い期間の期首よりも前に条件変更された契約について、企業は、当該契約を

契約変更について第20項から第21項に従って遡及的に修正再表示する必要はない。その代わ

りに、企業は次のことを行う際に、表示する最も古い期間の期首よりも前に行われたすべて

の条件変更について合計の影響を反映しなければならない。  

( i )  充足した履行義務と未充足の履行義務の識別 

( i i )  取引価格の算定 

( i i i )  充足した履行義務と未充足の履行義務への取引価格の配分 

(d) 適用開始日前の表示するすべての報告期間について、企業は、残存履行義務に配分した取引

価格の金額及び企業が当該金額をいつ収益として認識すると見込んでいるのかの説明（ 第
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120項参照） を開示する必要はない。  

C6 企業が使用するC5項の実務上の便法のいずれについても、企業は、表示するすべての報告期間内

のすべての契約に当該便法を首尾一貫して適用しなければならない。さらに、企業は次の情報の

すべてを開示しなければならない。  

(a) 使用した便法 

(b) 合理的に可能な範囲で、当該便法のそれぞれの適用について見積った影響の定性

的評価 
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別紙 2 増分コスト ・ アプローチを採用することにより発生し得る

複雑性

1. 企業は、例えば、他の契約により固定費が回収されているため、増分コストのみ回

収できる価格で契約を締結する場合があるが、このような場合に直接関連コスト・

アプローチにより契約が不利であるかどうかを評価することが要求されると、契

約締結時に引当金を認識する必要があり、不合理な結果となる可能性がある。例

えば、下記のケースに、次項のとおり、契約Cが追加された場合が考えられる。  

契約A 契約B 合計 

経済的便益 100 100 200

増分コスト  40 40 80

増分コスト回収後利益 60 60 120

共通費 60 60 120

利益 0 0 0

契約が不利か？ 不利でない 不利でない 不利でない

2. 契約A及び契約Bの増分コスト回収後利益の合計額の120により、契約A及び契

約Bの共通費120が回収されるため、当該グループ全体で損益が均衡しているケ

ースにおいて、経済的便益を60として契約Cを締結した場合、直接関連コスト ・

アプローチでは、契約Cは不利な契約として識別され20の引当金が認識されるも

のと考えられる。詳細は下記の表のとおりである。  

契約A 契約B 契約C 合計 

経済的便益 100 100 60 200

増分コスト  40 40 40 80

増分コスト回収後利益 60 60 20 140

共通費 40 40 40 120

利益 20 20 △ 20 20

契約が不利か？ 不利でない 不利でない 不利 不利でない

一方、増分コスト ･アプローチでは、いずれの契約も増分コスト回収後は利益見込

みであり、不利な契約は識別されないものと考えられる。  
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3. しかしながら、増分コスト・ アプローチを採用する場合には、増分コストのみと比

較したならば、個々 に収益性があると見込まれるが、共通費を含めたならば損失

を生じさせるようなI AS第11号を適用した場合に引当金が認識されていた不利な

工事契約について、引当金が認識されない可能性がある。例えば、下記のようなケ

ースが考えられる。  

契約A 契約B 合計 

経済的便益 100 100 200

増分コスト  40 40 80

増分コスト回収後利益 60 60 120

契約が不利か？ 

(増分コスト・ アプローチ） 不利でない 不利でない 不利でない

共通費 75 75 150

利益 △ 15 △ 15 △ 30
契約が不利か？ 

(直接関連コスト ・ アプローチ） 不利 不利 不利

4. 前項への対応として、契約を履行するために要する資源が類似した契約のグルー

プで共有されている場合には、企業は、これらの契約を結合してグループとして

評価することによって不利な契約を識別すべきであるとの要求事項を定めること

によって回避できる可能性がある。  

5. しかしながら、その要求事項を開発したとしても、類似した契約のグループを評

価すると、単独では不利である契約についての負債を覆い隠す可能性がある。例

えば、下記のようなケースが考えられる。  

契約A 契約B 合計 

経済的便益 100 30 130

増分コスト  40 40 80

増分コスト回収後利益 60 △ 10 50

共通費 - - 50

利益 - - 0

契約が不利か？ - - 不利でない
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6. 増分コスト ･アプローチを採用した場合に要求事項を追加することが複雑性を増

すと考えられるケースとしては、次のようなケースも考えられる。  

契約A 契約B 契約C 合計 

経済的便益 100 90 80 270

増分コスト  40 40 40 120

増分コスト回収後利益 60 50 40 150

共通費AB 100 - 100

共通費BC - 80 80

利益 - - - △ 30
契約が不利か？ - - - 不利

7. 契約を履行するために要する資源が類似した契約を結合してグループとして評価

する場合、3つの契約の合計で損失が見込まれるにもかかわらず、以下のとおり評

価され、不利な契約が識別されず、引当金が認識されない可能性がある。これは、

契約が不利かどうかを評価するに際して、契約Bの増分コスト回収後利益が重複

して含められているためである。  

契約A及び契約B 契約B及び契約C 

経済的便益 190 170

増分コスト  80 80

増分コスト回収後利益 110 90

共通費AB 100 -

共通費BC - 80

利益 10 10

契約が不利か？ 不利でない 不利でない

8. 前項への対応として、複数の共通費が存在する場合に、複数の共通費に関連した

すべての契約を結合して不利かどうかを評価することを要求する要求事項を開発

することが考えられ、その場合には、30の引当金を認識することが考えられる。

しかしながら、認識される引当金30は、本資料別紙2第9項に記載した直接関連

コスト・ アプローチにおける契約Aの見込み収益10と不利な契約である契約Bの

40の損失見込みの差額であり、10の負債が覆い隠されている可能性がある。  
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9. 本資料別紙2第6項のケースにおいて、直接関連コスト・ アプローチでは、契約B

は不利な契約として識別され、40の引当金を認識することとなるものと考えられ

る。  

契約A 契約B 契約C 合計 

経済的便益 100 90 80 270

増分コスト  40 40 40 120

増分コスト回収後利益 60 50 40 150

共通費X 50 50 - 100

共通費Y - 40 40 80

利益 10 △ 40 0  △ 3 0
契約が不利か？ 不利でない 不利 不利でない 不利

10. 本資料別紙2第2項から第9項に記載のとおり、増分コスト ・ アプローチにおい

て、締結した契約から損失が見込まれる場合に、引当金が認識されるようにする

ためには、企業がどのような契約を結合するべきかどうかを定める必要があるも

のと考えられるが、そのような要求事項は複雑性を増すものと考えられる。また、

どのような契約を結合するかには、企業の判断が必要であり、加えて、どのような

要求事項を設けたとしても、本資料別紙2第8項に記載のとおり、負債が覆い隠

される可能性が存在するものと考えられる。  

以 上 
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